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健やかで幸せに暮らし続けることは、誰もが望む

共通の願いです。

わが国の平均寿命は、生活環境の改善や医学の進

歩などにより飛躍的に伸び、いまや世界一の長寿国

となっています。しかし、一方で、急速な高齢化の

進行とともに、がん、心臓病、脳血管疾患や糖尿病

など生活習慣病が増加し、それに起因する寝たきり

や認知症など介護を必要とする方が増加しています。
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つながりを健康を通じて育むことで、地域全体が相互に支え合いながら健康を守

る環境を整えていくことが、ますます重要となってまいりました。

今回の健康ながはま 21、の見直しでは、個人の生活習慣の改善を通じて、生活

習慣病の早期発見・重症化予防をはかるとともに、健康を支え守る環境づくりの

ためのソーシャルキャピタルの醸成や次世代の健康づくり、これからの大きな課

題である地域医療、食生活分野を食育推進計画として明記しています。

今後、この計画をもとに市民一人ひとりが暮らしの中で健康を意識し、実践で

きる仕組みを構築し健康都市日本―を目指します。

最後に、この計画の作成にご尽力いただきました健康づくり推進協議会委員、

市民アンケー トを通じて貴重なご意見をお聞かせくださいました市民の皆様に

心から感謝申しあげます。

子

平成 26年 (2014年 )3月

長浜市長 藤 井 勇 治



次

第 二章 計画の概要

1 計画策定の背景 ………

2 計画の位置づけ………

3 計画の基本的な考え方
4 計画策定の体制 ………

5 計画の推進体制 ………

第Ⅱ章 健康増進

1 分野別の現状と新計画の目標、評価指標および対策………………………10

(1)健由主仝^廊
r由

(2)健

ア 」

目

１

　

３

　

４

　

８

　

９

10

①

②

③

④

⑤

⑥

確定後修正

■
‥
―
　
　
■
Ｉ
Ｂ
　
　
４
‥
―
　
　
〔
く
υ
　
　
Ｆ
〔
Ｖ
　
　
●
Ｆ
，
　
　
ヽ
”
Ｖ口

‐ 日 に V′ llヒ爆 刀 喜r

高齢者の健康分野

イ 生活習慣病の早期発見と重症化予防

２

　

４

　

４

　

６

　

８

　

９

　

９

２

　

２

　

２

　

２

　

２

　

２

　

２

① がん
② 高血圧 B脂質異常症 B糖尿病
③ COPD(慢 性閉塞性肺疾患)
(3)健康なまちづくり

ソーシヤルキヤピタルの醸成

地域医療分野 ・中

第Ⅲ章 食育推進 (食育推進計画)

①

③

③

次世代の健康 ・………・・…………・・…・・…・・・・…・・――・・…・・…・31

・・・・・・・・・・・33

１

　

２

　

３

　

４

基本的な考え方

施策の体系 ……………………………………………………………………41
40

43方針別の現状と自標、評価指標および対策

関係機関の役割 ・ ・50

参考資料

1 参考資料 …………………・・・・……………………………・・………………51



計画の概要

ノ

化





1 計画の策定の背景

長浜市では、「新たな感性を生かし みんなで未来を創るまち 長浜」を「めざすまち

の姿」とし、平成 29年 3月 に長浜市総合計画を策定しました。「健やかで豊かに暮ら

せるまちづくり」を目標に、全ての世代がいきいきと生活できる取組を行い、健康都市

づくりを進めています。

一方、国は、国民の健康づくりを支援するため、平成 12年度に、「健康づくりは、

健康的な環境づくりを含めて実施すべき」というオタワ宣言 (WHO)の考えを取り入れた

「21世紀における国民健康づくり運動」(以下「健康日本 21」 という)を策定しました。

また、21世紀の我が国において少子高齢化や疾病構造の変化が進む中、平成 24年 7

月、「健康増進法」第 7条第 1項の規定に基づく、「国民の健康の増進の総合的な推進を

図るための基本的な方針」を改正しました。生活習慣及び社会環境の改善を通じて、子

どもから高齢者まで全ての国民がともに支え合いながら希望や生きがいを持ち、ライフ

ステージ (乳幼児期、青壮年期、高齢期等の人の生涯における各段階をいう)に応じて、

健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現することで、社会保障制度が持続可能

なものとなるようt国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な事項を示し、

平成 25年度から平成 34年度 (2022年度)まで平成 29年度の中間評価を経て、「健康日

本 21」 (第 2次)を推進することとしています。
国は、健康づくりに関係する法律として、平成 15年に「次世代育成支援対策推進法

1」

、

平成 17年に、「食育基本法2」、平成 18年に「がん対策基本法3」、「自殺対策基本法4」 が

施行され、様々な関連施策が実施されるようになりました。特に、食の面から生涯にわ

たる心身の健全育成を目的とした「食育基本法」は、自治体に食育の総合的な推進に関

する食育推進計画策定の努力を課しました。また、「自殺対策基本法」は、誰も自殺に

追い込まれることのない社会の実現を目指すために平成 28年に改正され、自治体に自

殺対策計画を策定することを定めています。

県は、国の動きに連動して、平成 13年に「健康いきいき 21～健康しが推進プラン～」

を策定し、平成 29年度に現行の計画を踏襲する形で改訂され、計画期間は平成 30年度

から平成 35年度 (2023年度)までの 6年間とされています。

1次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ育成される環境の整備を図ることを目的とした法律。
2国民が生涯にわたつて健全な心身を培い、豊かな人間性を育む事ができるよう、食育を総合的かつ計画
的に推進することを目的に平成 17年に施行された。
3日 本人の死因で最も多いがん対策のための国、地方公共団体等の責務を明確にし、基本的施策の策定、
対策の推進に関する計画策定およびがん対策推進協議会の設置を定めた法律。
4自 殺対策の総合的な推進、自殺の防止および自殺者の親族等への支援の充実等を図るための法律。
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また、平成 19年 6月 に食育基本法に基づき「滋賀県食育推進計画～まるごと
“おうみ"いただきますプラン1」 (以下「滋賀県食育推進計画」という)を策定し、平成
29年度には、平成 30年度から35年度までの 6年の計画期間で第 3次を策定しました。

そして平成 30年 3月 には、平成 28年 4月 の自殺対策基本法改正に基づき「滋賀県自殺

対策計画」を策定しました。

長浜市においてもこのような国や県の動きを踏まえ、「長浜市基本構想」における「健

やかで豊かに暮らせるまちづくり」実現に向け、新しい健康づくり計画を策定しました。

今回の計画は、前回の計画を基本に、国及び県の平成 29年度の見直しを加味し、各評
価指標の現状を確認したうえで新しい課題を取り入れ、日標や評価指標を定めます。

1「三方よし(自 分よし、人よし、環境よし)の食育推進で、未来よし」を基本理念とし、1子 どもから大
人までの生涯にわたる食育の推進、2近江の食と風土を生かした食育の推進、3琵琶湖や身のまわりの環
境と共生する食育の推進、4体験を通じた感動と共感をよぶ食育の推進、5県民との協働による食育運動
の 5つを施策の柱とし展開する計画。
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2 計画の位置づけ

,

「健康ながはま 21」 は 長ヽ浜市の健康づくりの方向性とともに個人並びに関係機関に

おいて行うべき対策を示す健康づくり推進計画であり、「長浜市総合計画」、「長浜市地

域福祉計画」を上位計画とし、関連する下記の計画等との整合性を図り策定しました。

長浜市子ども・子育て支援事業計画       倅成30年 3月 )

「子どもが輝き 未来を見つめ 地域で育む明るい長浜」を基本理念として「家庭にお

ける子育てへの支援」、「子どもの健やかな発達を保障する教育 日保育の提供」、「すべて

の子どもの育ちを支える体制の整備」、「子どもの育ちを支える地域環境の整備」の 4つ

の基本目標にそって施策を推進 します。

長浜市しょうがい福祉プラン          倅成30年 3月 )

市民すべてが地域の同じ一員として尊重しあい、すべての人が自分らしく自然で心豊

かな生活を送ることができるよう、「ともに支え、ともに暮 らす、やさしいまち長浜」

の実現を目指 します。

長浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 (ゴールドプランながはま2D
(平成 30年 3月 )

「みんなで支え合い いきいきと暮らせる あたたかな長寿福祉のまち」を基本理念と

して、「高齢者の尊厳が保持される社会づくりの推進」、「高齢者の積極的な社会参加と

地域福祉の推進」、「高齢者の自立を支援ずるサービスの推進」、「地域の多様な主体によ

る高齢者の健康づくりと介護予防の推進」、「身近な地域で、利用しやすく、質の高い介

護サー ビスの推進」の 5つの基本目標にそって施策を推進 します。

長浜市農業活性化プラン            僻成26年 3月 )

「人を結び、人を育み、人を動かす ながはま(農コミュニティプロジェクト)協働
でつくる風土を生かした笑顔あふれる長浜農業」の実現を目指した農業振興計画の中で、

地産地消や食育活動を推進します。

長浜市教育振興基本計画            僻成27年 12月 )

人と人、学校と地域、心と心、あらゆるものをつなぎ、つながり、一体感のある教育

を推進することにより、子どもから大入までが郷上に誇 りをもち、生涯を通 して学び
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あい、学び続けることのできる環境を創出します。そして、市民一人ひとりがお互いの

人権を尊重し、心豊かな人生を送れるような人づくりを目指します。

長浜市スポーツ推進計画            僻成26年 6月 )

市民が自ら主体的に取り組む身近なスポーツ環境づくりを推進し、しょうがいのあ

るなし、年齢 日性別などにかかわらず、すべての市民が様々なスポーツを通じて、笑

顔で明るく健康な生活を送り、活気のあるまち長浜の実現を目指します。

■
■
■
■
■

3 計画の基本的な考え方

基本方針

長浜市総合計画に基づき、「健康で輝けるまち 長浜」を実現するために、全ての世

代がいきいきと生活できる「健やかで豊かに暮らせるまちづくり」を目標に、個人の生

活の質の向上と健康を支えるための社会環境の整備を進めます。

～ 陸 療 g効 %声 う 琵 り を目指 して～

基本的な方向

個人の生活習慣の改善を通じて、生活習慣病の早期発見 D重症化防止を図ることに

より、個人の生活の質を向上させる「健康なひとづくり」を進めます。

併せて、地域や社会状況の違いによる健康状態を把握し、保健サービスの公平性を

確保するとともに、社会全体が相互に支え合うことであらゆる世代の健やかな暮らし

を支える社会環境の質を向上させる「健康なまちづくり」を進め、健康寿命1の延伸を

目標とします。

(1)健康なひとづくり
個人の生活の質の向上の実現のため、市民の健康増進の基本となる食育、身体活

動 口運動、喫煙及び飲酒、こころ・休養、歯 L口腔の健康、高齢者の健康に関する

生活習慣の改善が重要です。そのため、乳幼児期から高齢期までのライフステージ

1健康上の問題で、日常生活が制限されることなく生活できる期間

/「



や性差、生活状況等の違いに着目し、対象ごとの特性やニーズ、健康課題の把握を

行います。

そのうえで、生活習慣病を発症する可能性の高い人やこれから高齢期を迎える現

在の青壮年世代への生活習慣の改善に向けた働きかけを行います。併せて、子ども

の頃からの健康な生活習慣づくり、こころの健康づくりなど、乳幼児期から高齢期

まで、それぞれのライフステージにおいて、心身機能の維持向上に取り組みます。

また、国の基本方針や県の計画にも示されているとおり、世界各国の最大の死亡

原因であり、長浜市の主な死亡原因でもあるがん、循環器疾患、糖尿病や慢性腎臓

病 (CKD)及び慢性閉塞性肺疾患 (COPD)な どを中心とする非感染性疾患 (N
CD)に対応するため、食生活の改善、運動習慣の定着などによる一次予防に重点
を置いた対策を推進するとともに、疾病の重症化予防にも重点を置いた対策を推進

します。

(2)健康なまちづくり
個人の健康は、家庭、学校、職場等の社会環境の影響を受け、また近年、健康格

差の拡大も指摘されていることから、社会全体として、個人の健康を支え守る環境

づくりに努めることが大切です。そのために、行政機関の連携はもちろんのこと、

保健医療関係機関、自治会や地域づくり協議会、その他関係団体等とも連携を図り、

市民が主体的に行う健康づくりの取組を総合的に支援する環境を整備します。

また、地域や世代間の交流、地域や社会のつながりを健康づくりを通じて育むこ

とで、地域全体が相互に支え合いながら健康を守る環境づくりを図り、ソーシヤ ル

キヤピタル1を醸成します。

現在の長浜市は、高齢者の増加に加えて。、広大な地域を抱える市として、在宅医

療やリハビリテーションの充実等、持続可能な医療の確保が求められています。そ

のため、「医療提供体制のあり方についての基本指針」として、健康の基盤となる安

心できる地域医療を計画的に推進します。

また、次世代を担う子どもの健やかな成長と生涯にわたる健康づくりの基盤と

なる生活習慣の形成に向けて、次世代の健康づくりに取り組みます。

(3)食育推進
栄養 E食生活は、生命を維持し、子どもたちが健やかに成長し、また人々が健康

で幸福な生活を送るために欠くことのできない営みであり、多くの生活習慣病の予

防のほか、生活の質の向上及び社会機能の維持 日向上の観点からも重要です。

そこで、身体的、精神的、社会的に良好な食生活の実現を図り、食を通じて生き

る力を育む食育推進計画として健康増進と食育を総合的に推進します。

1人々が持つ信頼関係、人間関係 (社会的ネットワーク)の こと
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(4)自殺対策
こころの健康を保つことはいきいきと自分らしく生きるために重要な事です。し

かし、こころの健康を害した結果、我が国では毎年 2万人を超える人が自ら命を絶

つています。自殺の背景には精神保健上の問題だけでなく、様々な社会的要因が複

雑に関係しており、「個人の問題」とされてきた自殺が、昨今では「社会の問題」

として認識されるようになりました。

そこで、長浜市では各種団体と連携し、生きるための包括的な支援を自殺対策計

画として総合的に推進し、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指

します。

ど



■

■

■

■
計画期間と評価時期

計画の期間は、平成31年度から平成35年度 (2023年度)までとします。国や県の

動向や長浜市の現状を受けて、平成 35_年度 (2023年度)に評価を行い、その後の計画

に反映させます。

1期計画 2期計画 3期計画 4期計画
頂

評
価

・
５
期
計
画
策
定
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■
■
■
■
■

計画の体系

健康増進・食育・ 自殺対策を総合的に推進する

健康ながはま 21は、健康づくりの全体計画として、健康増進法に基づく健康増進と

食育基本法に基づく食育推進、自殺対策基本法に基づく自殺対策から構成しています。

健康増進の栄養 日食生活分野については、食育推進に含めて、市の食育推進計画とし

て健康増進と食育を総合的に推進します。

基本落針 :『建慮で輝けるまう 長凝』
合

<健康贈違>

本1 ソーシャルキャビタル ニ人々が持つ信頼関係、人間閣係 (社会euネットワーク)のこと

く食育推進>(a育推進計画)

※健康増進の栄養・食生活分野については、食育推進に含めて、市の食膏計画として健康増進

と食育を総合的に推進します。

く自殺対策>(自殺対策計画)

高血圧・ 鮨質異常盛・ 鼈尿盛・ CKD(優 性腎臓痛) COPD(慢性闘塞性肺疾患)

敏酒対策 箇・ □腔の健康 I 蕊齢者の健康ら体活動・運動 喫l題対策 こころ・体盤

専1ツーシャ′移キャピタルの醸成 次世代の健康 地域医療

子どもから大人まで食を通した心をの健康の嬉達

食を通じて豊かな心の育成   |||1 匂の食・環境にやさしい食を選ぶカ

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実環

=



計画の評価方法

本計画をより実効性のあるものとしていくためには、計画の進捗状況を把握しなが

ら、取組を進めていくことが重要です。

そのため、滋賀県が実施しているアンケート調査の結果等も活用し、市民の健康意識

や健康状態を把握していくとともに、計画している諸施策、諸事業の進捗状況とその成

果を評価し進行を管理していき、5年後の改定時に評価を実施します。

画策定の体制

本計画の策定に当たっては、推進母体である長浜市健康づくり推進協議会および関

係課職員のワーキンググループで検討しました。

アンケー ト調査の実施

長浜市の健康に関する現状とニーズを把握するため、市民アンケー ト調査を実施し

ました。

パブリ
イ
ックコメントの実施

本計画においては、市民等から意見 B提言をいただくため、パブリックコメントを

実施し、市民の参画を求めました。

?



5 計画の推進体制

長浜市健康づくり推進協議会

計画の進捗状況管理については、地域の保健医療関係者や関係団体の代表者で組織さ

れた長浜市健康づくり推進協議会で行います。

また計画の最終年度には、長浜市健康づくり推進協議会の委員を中心に、平成 36年

度 (2024年度)以降の計画を策定します。

関係機関との連携および地区組織への支援

市役所内の関係各課の調整と連携を図るとともに、市内の関係機関と行政の連携を強

化します。長浜市健康づくり推進協議会の委員が所属する団体にも、積極的に健康づく

りに協力いただけるよう要請します。

また、自治会や地域づくり協議会、健康推進員協議会等、地域で健康づくりに取り組

む団体を支援し、市民主体の健康づくりができるような体制を目指します。

健康づくりの拠点

健康づくりの拠点となる保健センターでは、健康診査 口健康相談 E健康教育等を通し

て、市民の健康づくりを推進します。

長浜市保健センター (′卜堀町)と ともに、市域の広域性と利便性の点から、保健センタ
三高月分室 (高月町渡岸寺)でも、引き続き北部地域の拠点として、市民の健康づくりの

支援を進めます。

計画の周知

広報やホームページ等を通じて周知するとともに、自治会や地域づくり協議会等各種

団体への健康出前講座での啓発により、市民の健康づくりに対する意識を高めます。

とくに平成 27年度から計画の周知と健康づくり活動の推進のため、キャッチフレT
ズ「むびょうたん+1」 とひょうたんをモチーフとしたキャラクターを用いた PRを行

つており、今後も引き続き取り組んでいきます。

さらに、平成 31年度には「健康都市宣言」を行い、計画の一層の周知を図ります。

lθ



むびょうたん+1の取り組み

6つそろつたひょうたんは、「無病 (六瓢)息災」として親 しまれ、開運招福 口子孫

繁栄の象徴ともされています。この「六瓢箪 :むびょうたん」にちなみ、6つのひょう
たんキャラクターに一つを加え、「むびょうたん +1」 を合言葉に長浜市全体で健康づ

くりに取り組んでいきます。

ピカリン

ベジたん

⌒

‐了
/

禁煙男爵

うまみちやん

コ コ ロ ン

あるくん
rr

むし歯・歯周病予防に正しい歯磨き !

自分の口に合った正しい歯磨きを身に付けよう !

フッ素入 り歯磨き剤や糖分を控えたおやつを選べば予防効果UP!

いているようで磨けていない !?

ビタミン豊富 野菜プラスー皿

野菜料理を今より1～ 2品増やそう !

、野菜を食べよう !

よしやめよう 1ここで喫うのは

ばこを吸わない人に、煙を吸わせない心遣いを。
たばこはいろいろな病気の原因です。禁煙 しよう !

お酒 (ぅ滴量に !

た

1年に1回健(検)診を受け、自分の身体を知ろう !

身体は毎日変わります。
体重・血圧・歩数を測 り、身体の状態を知ろう !

健康なときこそ、健 (オ父)診を受けて、病気を予防しよう !

ワ ン

1

10 、運動をフ

今より10分、身体を動かそう !

掃除や買い物のときに身体を動かして、毎日の暮らしの中に運動
を取り入れよう !

うま味を利用して 塩分マイナス2g

一日の塩分摂取量を2g減らそう !

だしやうま味は減塩の強い味方 !

短時間でも、心とからだに休息を

こまめに休息。十分な睡眠。
自分なりのリラックス方法で心も身体も調子よく !

悩みはかかえず、声かけあおう !

||

健診くん



健 康 増 進

1皇



1 分野別の現状と新計画の目標、
評価指標および対策

平成 27年度滋賀の健康 日栄養マップ調査 (以下「栄養マップ調査」という)、 平成
30年度健康ながはま 21に関するアンケー ト(以下「健ながアンケー ト」という)から

現状と課題を検討し、分野ごとに計画の目標と対策の方向性および評価指標を設定しま

した。(各調査結果は、『「健康ながはま 21」 に関するアンケー ト調査結果報告書』参照)

(1)健康寿命の延伸と健康格差の縮小
健康寿命の延仲は、生活習慣の改善や社会環境の整備により実現されるべき最終的な

目標です。

健康寿命とは、健康上の問題で、日常生活が制限されることなく生活できる期間を

いいます。本計画では「日常生活動作が自立している期間の平均」の指標で評価してい

くこととします。

日標値の設定については、平均寿命と健康寿命の差に注目します。この差は日常生活

に制限のある「不健康な期間」を意味します。

平均寿命と健康寿命の差を短縮することができれば、個人の生活の質の低下を防ぐと

ともに、医療費や介護給付費の軽減もでき、重要な視点です。

今後も疾病予防と健康増進、介護予防など総合的な取組を推進し、健康寿命の延伸を

目指します。

また、地域や社会経済状況の違いによる集団における健康状態の差である、健康格差

についてもその縮小に向けた取組を推進し、健康寿命の延伸につなげます。

(1)健康寿命の延伸

具体的目標 評価指標
E近の状況
(出典 )

目標値 対 策

健康寿命
の延伸

日常生活動作が
自立している期間
の平均の延伸

男性フ967年 (平均寿命との差 159年
H27)(8026〉

女性遇374年 (平均寿命との差355年
H27)(8419〉

(H24年度厚生労働科学研究費補助
金 (循環器・糖尿病等生活習慣病対
策総合研究事業)による健康寿命に
おける将来予測と生活習慣病対策
の費用対効果に関する研究班健康
寿命の算定プログラムによる計算 )

健康な状態を日常生活動作が自立
していることと規定し、介護保険の要
介護度の要介護2～ 5を不健康(要介
護 )な状態とし算定。

平均寿命と健康
寿命の差を縮め
る

・個人の生活の質を向上させる
「健康なひとづくり」の身体活動・

運動をはじめとする9つの分野の
推進

・社会環境の質を向上させる「健
康なまちづくり」のソーシャルキヤ
ピタルの醸成をはじめとする3つ
の分野の推進

。自殺対策の推進

食育分野の推進

|]



(2)健康なひとづくり

ア 生活習慣の改善
市民がいきいきと笑顔で暮らせる健康なまちを実現するためには、健康増進の基本要素

となる身体活動日運動、喫煙、飲酒、こころB休養、歯日口腔の健康及び高齢者の    健
康づくりに視点を置いた生活習慣の改善が重要です。このことから、生活習慣の改善を

中心とした健康づくりを効果的に推進するため、各分野の健康課題を把握し、家庭や地

域、職場等を通じて市民に対する健康増進への働きかけを進めます。

① 身体活動・運動分野

身体活動
1や運動は、生活習慣病予防や介護予防、こころの健康、生活の質の改善に

効果があり、健康づくりにおいて大変重要です。また、高齢期になると、老化による体

力の衰えや転倒による骨折で日常生活動作(ADL)が制限されやすく、それに伴い活動

量が減るため、より体力の衰えを助長させ、介護が必要になる人が増えていきます。こ

れらのことから、身体活動や運動は生活習慣病予防にとどまらず、介護を予防する意味

でも幅広い世代で継続する必要があります。

しかし、健ながアンケートでは、「継続して運動をしている人の割合」や「徒歩 10分

で行ける所へ出かけるとき、主に徒歩または自転車で出かける人の割合」が県平均より

少なく、特に 20～ 64歳の男女に運動している人が少ない傾向が続いています。

国が策定 し 絶 由 づ りの ナ…めの 身イ六活重角
2に
よると、日常の身体活動

を増やすことに加えて運動習慣を持つことで、疾病等に対する予防効果をさらに高める

ことが期待できると言われています。長浜市では、運動習慣の低い 20～64歳代の働き

ざかり世代から身体活動量の増加を目指すことが、結果的には高齢期の活動量低下を防

ぐことにつながると考えます。今より 10分多くからだを動かすことで健康寿命を延ば

せるとし、「+10(プ ラステン)から始めよう」を合言葉に継続的な運動を推奨して
いきます。

以上のことから、日標を「身体を動かす習慣を持つことで、生活習慣病の発症予防 日

介護予防ができる」とし、具体的目標を「身体を動かすことを習慣にしている人の増加」

としまず。

評価指標は、生活習慣病予防のために、「継続して運動する人の増加」ど「徒歩 10分

で行ける所へ出かけるとき、主に徒歩または自転車で出かける人の増加」とします。

1身体活動とは、安静にしている状態よりも多くのエネルギーを消費する全ての動作を指す
2安全で有効な運動を広く国民に普及することを目的として策定されたもの。現在の身体活動量や体力の評価とそれ
をふまえた目標設定の方法、個別の身体特性および状況に応じた運動内容や具体的方法が記載されている。

「 2013J
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0日標 :身体を動かす習慣をもうことで、生活習慣病の発症予防 n介護予防ができる
27

の

きいき21-健康しが推進プラン」に合わせています。
ヽ1 て し

行政や関係機関の取組
具体的目糠 評価指標

E近の状況
(出典 )

目標値
個人で心がけること

20～64歳

男性 26%

女性25%
65歳以上

男性45%
女性45%

継続して運動す
る人の割合の増
力口
※継続して運動
する人とは、1回
30分以上の運動
を週2回以上、1
年以上継続して
いる人

20～ 64歳

男性:170%〈204%〉

女性99%く 183%〉

65歳以上

男性275%く 41,7%〉

女性:301%く404%〉

(健ながアンケート)

20～ 64歳

男性づ1.5%
女性438%

65歳以上

男性お21%
女性お70%

(健ながアンケート)

20～64歳
60%
65歳以上
75%

・学校、地域、職場で開催
される行事やスポァツレ
クリエーシヨン等に積極的
に参加する

・運動を楽しむために仲
間をつくる

。日常生活で意識的に身
体を動かす(階段や自転
車の使用等)

・自分の身体活動量を把
握する。(万歩計やスマー
トフォンのアプリなど)

・運動の必要性や体に良い

運動方法についての情報を
提供する

・仲間作りができる取り組み
や運動の自主グループ活動
を支援する

・ウォーキング教室等のイベ

ントや運動のできる親につい
ての情報を提供する

・身近なところで、運動を継
続してできる場を提供する。

・日常生活の中で、家事や育
児、通勤などで体を動かすこ

との大切さを情報提供する。
(「むびょうたん+1(あるく
ん)」の普及推進)

身体を動
かすことを
習慣にして
いる人の
封当カロ

徒歩10分で行け
る所へ出かける
とき、主に徒歩ま
たは自転車で出
かける人の割合
の増加

ヽ
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② 喫煙対策分野
喫煙は、がんや循環器疾患、呼吸器疾患、糖尿病、歯周病等の様々な疾患のリ

スクを高めるだけでなく、受動喫煙による周囲の人への健康にも多大な悪影響を

与えます。

喫煙率は、国や県では徐々に減少していますが、今回の健ながアンケー トでは

長浜市の喫煙率は、前回の調査に比べ男性が 2%上昇しています。国民健康栄養

調査・滋賀の健康栄養マップ調査から、長浜市の男性の喫煙率は県や国よりも経

年的に高い状態が続いています。喫煙に関連の深い慢性閉塞性肺疾患(COPD)
による男性の死亡比が全国に比べかなり高いこともあり、喫煙率の低下が求めら

れます。また、加熱式たばこ等の使用者が増えてきており、これら「新しいたば
こ」に対する対策が必要となつています。

未成年者の喫煙は、家庭や周囲の喫煙状況と関連があると言われていますが、

未成年期からの喫煙は特にニコチンの依存性が高く、健康被害も大きいことから、

学校、行政、家庭や地域で連携した対策が必要です。成人の喫煙率の減少のため

に、新しいたばこを含め、健康影響についての正しい知識が持てるよう、様々な

機会を通じて情報提供が必要です。

また妊婦の喫煙状況は、前回調査に比べ減少していますが、周産期の異常や乳

幼児突然死等との関連があり、引き続き母子手帳交付時、乳幼児健診時の啓発が

必要です。

健ながアンケー トで喫煙者の約 7割が、禁煙に対しての意識を持つていること

から、医療機関、薬局等とともに、禁煙支援や治療に関する情報提供を行うこと

で喫煙率減少につなげていかなければなりません。

さらに受動喫煙の状況については、子どもや妊婦の前で喫煙しない人の割合が

日標値より多くなつているものの、未成年者を含む非喫煙者が、家庭や地域で受

動喫煙の害に会う機会は依然として多いと考えられます。さらに勤務先で受動喫

煙を受ける機会は県調査に比べかなり高く、企業へのアンケー トにおいても企業

の禁煙 E分煙は5年前と比べあまり進んでいない状況となつています。

受動喫煙防止対策については、健康増進法の一部改正
1に
基づき、公共の場にお

ける受動喫煙防止対策を強化するとともに、家庭や地域、企業等に対して、受動

喫煙防止の徹底を普及啓発していく必要があります。

以上のことから、日標を「喫煙の害から健康を守る」とし、具体的目標を「未

成年者の喫煙を防ぐ」「受動喫煙を防止する」「禁煙を支援する」とします。

評価指標は、「子どもや妊婦の前で喫煙しないよう心がけている人の増加」、受

動喫煙の害から非喫煙者を守るために「企業における禁煙および分煙の対策の実

施率の増加」、「受動喫煙の機会を有する人の割合の減少」、喫煙をやめたい人がや

1健康増進法の一部改正…2020年 4月 1日 に施行。望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の

者が利用する施設等の区分に応じ、一定の場所を除き喫煙を禁止する。
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められるよう禁煙支援を充実し「成人の喫煙率の低下」、「妊婦の喫煙者をなくす」

とします。

※ここで言う未成年者とは20歳未満のことを言います。

対 策

行政や圏係機関の取組
具体的目欄 評価指標

直近の状況
(出典 )

目標値
個人で,いがけること

・未成年者の喫煙防止に
向け、学校に対して特別
活動や総合的な学習の

場で啓発活動を行う

・喫煙の害についての情
報提供に努める

・未成年者の前で喫煙し
ないよう働きかける

未成年者
の喫煙を
防ぐ

子どもや妊婦の
前で喫煙しない
よう心がけてい
る人の増加 (健ながアンケート)

782%

85 %以上

・未成年者はたばこを吸
わない

・未成年者の前でたばこ
を吸わせない

・たばこを売る時は未成
年者でないことを確認す
るよう努める

(H28長浜市調査)

91%
95 %以上

企業における禁
煙および分煙の
対策の実施率の
増加

・健康増進法に基づき、
医療機関、学校、行政機
関、公共施設は敷地内禁
煙にする

・上記以外でも、多数の人
が利用する施設につい
て、数地内禁煙をめざす
普及啓発を行う

・道路については、人通り
の多い路上や駅周辺は
禁煙にする

・家庭や地域で、受動喫
煙防止の徹底を普及啓発
する

・企業には関連機関と連
携し情報提供を行い、受
動喫煙防止の企業の取
組を推進する

・喫煙場所や禁煙の表示
をわかりやすくする

・喫煙室内に未成年者を
立ち入らせない

受動喫煙
を防止す
る

受動喫煙の機会
を有する人の割
合の減少

勤務場所
244%(102%〉
家庭   180%〈88%〉
飲食店  366%〈 372%〉
自治会館等 327%
公共施設 185%
商業施設・コンビニ

4050/6

(健ながアンケート)

5 %以下
8 %以下
10 %以下
10 %以下
0  %
10 %以下

・家庭や地域での禁煙
分煙を徹底する

・喫煙者は決められた場
所で喫煙し、他者に煙を
吸わせない

・受動喫煙の害を理解す
る

・喫煙室内に未成年者を
立ち入らせない

男 265%〈291%〉
成人喫煙率の低
下(喫煙をやめた
い人がやめる) 女  280/Oく 4朗〉

(健ながアンケート)

男性:20%以下

女性:1%以下

・禁煙支援を医療機関、
保健センターで受けられ
ることを知る

・禁煙できるように家族等
がサポートする

・禁煙支援の充実を図る

禁煙支援を提供する機
関は、その情報提供に努
める

・喫煙の害にういての情
報提供に努める

・妊娠届出時や乳幼児健
診時に禁煙の啓発をする

禁煙を支
援する

妊婦の喫煙者を
なくす

21%く 23%〉

(H29妊婦おたずね票 )
1%以下
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③ 飲酒対策分野

お酒は、「百薬の長」ともいわれますが、生活習慣病のリスクを高める量 (1日

平均男性で 2合以上、女性で 1合以上の飲酒)を超えた飲酒は、脳血管疾患、が

ん等多くの疾患の危険因子となります。さらに、多量飲酒は急性アルコール中毒

によるしょうがいや死亡、さらに依存性による社会への適応力の低下等の社会

的問題をもたらします。

健ながアンケー トによると、長浜市内で節度のある適度な飲酒について正し

く理解している人は、男性 43.80/0、 女性 28.4%、 生活習慣病のリスクを高める

量を飲酒している人は、男性 22.1%、 女性 5.6%で した。「節度のある適度な量の

飲酒」について適正量を知らない人が全体で 53.30/。であり、飲酒の適正量
1につ

いても認知されていないことがわかりました。

また、未成年者 (こ こで言う未成年とは 20歳未満のこと)は心身の発達途中

にあるためアルコールを分解する機能が大人に比べ未熱であり、飲酒による脳

細胞への悪影響や性ホルモンの機能抑制等、心身にとつてマイナスとなるため、

未成年者飲酒禁止法で禁止されています。健ながアンケー トによると、地域行事

のときに未成年者にお酒を勧める習慣があるという答えが 5.0%、「はじめてアル

コールを飲んだ年齢」については 20歳未満が 26.6%あ り、飲酒を開始するきつ

かけは、本人の興味本位ばかりでなく、周囲の大人が飲酒を勧めることも大きな

要因の一つであることがわかりました。

さらに、妊娠中の飲酒は、胎児性アルコール症候群や発育障害を引き起こしま

す。平成 29年度の妊婦お尋ね票によると、妊娠中に飲酒している人の割合は、

0.76%で した。

以上のことから、日標は「飲酒の害から健康を守る」とします。具体的目標は、

節度ある適度な飲酒を勧めるために「生活習慣病のリスクを高める量を飲酒し

ている人を減らす」、「妊婦 日未成年者の飲酒を防ぐ」とします。評価指標は「週

1回以上飲酒する人のうち、1日 あたりの純アルコール摂取量2が男性 40g以上

女性 20g以上の人の割合の減少」、「地域で未成年者にお酒を勧める人の減少」、

「妊婦の飲酒を防ぐ」とします。

l生
活習慣病の発症や悪化に影響を及ぼさない飲酒量のことで、

取量が男性なら40g以下、女性なら20g以下となる。
2主な酒類の換算の目安
お酒の種類  ビール     清酒 ウイスキー・フ

ヾ
ランテ―゙

(中瓶 1本 500mゆ (1合 180mつ  (ダブル 60mつ
アルココレ度数   5% 15% 43%
純アルコール量       20g           22g 20g

1人あたりの純アルコール摂

焼酎(35度)  ワイン
(1合 180mゆ  (1120mつ
35%          12%
50g          12g
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声具体的目
標

評価指標
直近の状況

(出典 )
目標値

個人で心がけること 行政や関係機関の取組

生活習慣
病のリスク
を高める
量を飲,百し
ている人を
減らす

週1回以上飲酒
する人のうち、1
日あたりの純ア
ルコール摂取量
が男性40g以上
女性20g以上の
人の割合の減少
(20歳 以上)

男性P14%く 11,7%〉

女性と:2.5%く 4.6%〉

(健ながアンケート)

男性20.0%
女性20%

・飲酒する場合は節度のある
適度な飲酒量(1日 1合程度)
を知る

l一気飲みや無理な飲み方を
せず、周囲に強要しない

休肝日をつくる ・飲酒の害について企業内・

地域研修をする

・健診や相談で適正飲酒量を
伝える

・アルコールに関して知る機
会をつくる

0%

・未成年者にはお酒を飲ませ
ない

・未成年者にお酒をすすめな
い

・未成年者が飲酒による身体
への影響を知る

・未成年者の目につくところに
お酒を置かない

・学校でアルコールの教育を
する

・PTA等を対象に未成年者に
及ぼす飲酒の害について啓
発をする

・地域の集まり等で飲酒を強
要しないよう周知する

・未成年の飲酒による身体ヘ

の影響について周知する

地域で未成年
者にお酒を勧
める人の減少

50%
く男性 :70%〉
〈女性 :51%〉

(健ながアンケート)

・妊婦の飲酒の害につい
て、母子手帳交付時に伝
える。

・飲酒に関する出前講座を
行う

妊婦・未成
年者の飲
酒を防ぐ

妊婦の飲酒を
防ぐ

076%(H294～
H30.3月 妊婦お尋
ね票 )
(H22E団  87%)

0,l ・妊娠中は、禁酒する

27 の

※ここで言う未成年者とは20歳未満のことを言います。
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④ こころ・体養分野
こころの健康はいきいきと自分らしく生きるための重要な要件です。健康なが

はま 21第 3期では、「生活リズムを整える」「家庭 日地域とほどよいつながりが

持てる」「ワークライフバランスがとれる」を具体的目標に掲げ、取り組んでき

ました。その結果、今回の健ながアンケー トでは、「規則正しい生活をしている

人」は、第 3期の目標である男性 30%以上、女性 40%以上を達成しましたが、
「睡眠による休養がとれている人」、「不安や悩みの相談相手がいる人」、「地域

活動 a学習・趣味 ロスポーツのための時間がとれている人」は目標を下回る結

果となりました。特に睡眠不足を感じている人の割合は 27%と前回の調査を上

回り、年代別でみると60歳以下で睡眠不足だと感じている人の割合が多いこと

がわかりました。これは、スマー トフォンを含むモバイル端末の個人保有率の

増加が睡眠不足の原因の一因となつているのではないかと推測されます。

やインターネットの普及、学業や仕事などにより十分な睡眠を確保できていな

い人が多いと考えられます。生活習慣が乱れると、疲労感が蓄積され情結を不

安定にし、適切な判断を鈍らせるなど生活に支障を来します。また、睡眠によ

る休養が十分取れないことやストレスが長期間にわたり続くことでうつ病等の

発症につながることも考えられるため、規則正しい生活を送ることはいきいき

と自分らしく生きるために重要です。

また、うつ病等を発症させる要因となるストレスの度合いは、仕事や家庭生

活、地域 日個人の生活のバランスによつて変わつてきます。健ながアンケー ト

では、「仕事」と「家庭生活」のバランスが取れること ワ 守 バ
1)

を理想としている人が最も多く、次いで「家庭生活」となつています。、しかし、

現実では「仕事を優先」する人が多く、「地域活動に参加するための時間」「学

習・趣味ロスポーツ等のための時間」を、「十分取れている」「まあ取れている」

と答える人は少ない状況でした。不安や悩みの相談相手の有無についても目標

を下回り、少子高齢化がすすみ、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化な

どにより、不安なことを相談できる相手がいない割合が増加し、仕事や家庭生

活でのス トレスを、地域活動や学習 日趣味 ロスポーツで軽減させたり、気分転

換を図つたりすることが十分できていない現実があることを物語つています。

以上のことから、日標を「こころが健康で社会活動ができる」とし、具体的

目標として、生活リズムを整えて、ス トレス耐性を高めるために「生活リズム

を整える」、家庭や地域で困つたことを相談し支え合える関係があることで抱え

1「仕事と生活の調和」の意味で、国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事
上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活等においても、子育て期、中高年期といつた人生
の各段階に応じて多様な生き方が選択 。実現できる社会を目指すもの(仕事と生活の調和憲章)
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る問題が深刻化しないため「家庭 日地域でほどよいつながりが持てる」、地域活

動や学習 日趣味 Eスポーツを行うことでス トレス軽減や気分転換が図れ、相談

しやすい人間関係をつくりやすいことから「ワークライフバランスがとれる」

を引き続き推進していきますと

評価指標として、身体生理面からこころの健康を保つため、生活リズムを整

える基礎となる「規則正しい生活をしている人の増加」、「睡眠による休養がと

れている人の増加」、様々な問題を本人や家族だけで抱え込むと、こころが病気

になり重症化するため「不安や悩みの相談相手がいる人の増加」及び家庭生活

や仕事の苦労によるス トレスを適度に緩和させるために「“地域活動に参加する

ための時間"と “学習 日趣味 ロスポーツ等のための時間"が取れている人の増
加」を掲げ、この分野を評価します。

7

ヌ 質
具体的目標 評価指標

H近の状況
(出典)

目裸値
個人で心力馬けること

規則正しい生活
をしている人の
増加

男性:336%
女性 :419%

(健ながアンケート)

男性:35%以上
女性45%以上

生活リズ
ムを整える

睡眠による休養
がとれている人
の増加(睡眠が
「十分とれてい
る」「まあとれて
いる」人の割合)

男性:744%<757%>
女性 :720%<74ね%>

(健ながアンケート)

BO%以 上

・規則正しい生活を心が
け、十分な睡眠をとる

・朝食を抜かず、三食規
則正しく食べる

・こころの健康と生活リズ
ムの関連性について啓発
をする

・働き方改革により、時間
外労働の減少に努める。

家庭・地域
でほどよい
つながりが
もてる

不安や悩みの相
談相手がいる人
の増加

(健ながアンケート)

759,l

8511,大」L

・悩みや不安をもつ人に
声をか1する

・地域の公民館活動等に
参加する

・家族とのコミュニケーショ
ンをもつ

・家庭や地域で役割をも
つ

。地域で人との交流の場
をつくる

。家族・隣近所の声かけ
運動の推進をする

地域活動
:371%

学習・趣味・スポーツ402%

(健ながアンケート)

地域活動40%以上
学習・趣味・スポーツ
:50%,火」L

・地域活動や個人の時間
をつくる

・自分にあつた生きがい、
趣味をもつ

・職場におけるストレス(残
業等)について、関心を高
められるよう啓発を行う。

企業向けの講座をする

・趣味やスポーツ活動の
振興に努める

ワークライ
フバランス
がとれる

「地域活動」「学
習・趣味,スポー
ツ」のための時
間が取れている
人の増加(「十分
取れている」「ま
あ取れている」)
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⑤ 歯・ 口腔の健康分野

口腔の健康を保うことは、食べ物を食べるための機能として必要なだけでなく、全身

の健康状態を良好に保ち、生涯にわたつて健やかにいきいきと暮らしていくための基礎

となります。

県においては、歯 B口腔の健康づくりに関する施策として、平成 6年に「滋賀県歯科

保健計画」、平成 26年には「滋賀県歯および口腔の健康づくりの推進に関する条例」が

制定されました。

「8020(Aチマ ル)運動 J 1の中間目標となる、『60歳で24本以上の歯がある人の割合』

は、健ながアンケー トで 71,4%と 、長浜市は国 。県と比べて高い状況でした。しかし、

『70歳以上で 20本以上の歯がある人の割合』は、健ながアンケー トで 48.7%と 厚生労

働省が発表した 2016年歯科疾患実態調査の 8020達成率 51.2%よ りも低いことから、歯

を失う2大疾病であるむし歯及び歯周病への予防対策が求められます。

特に幼少年期のむし歯は、食事やおやつの与え方、ブラッシング等の口腔衛生習慣の

確立等、子育てと密接に関連しています。長浜市の幼少年期のむし歯にかかっている人

の割合は、3歳児、12歳児ともに県平均よりも高い状況でした。むし歯予防対策として、

子育て中の保護者や祖父母に対して子どもの口腔衛生保持のため、規則正しい食生活や

歯磨き習慣の定着、歯質を強化するためのフッ化物の利用について啓発する必要があり

ます。

歯周病は、初期には自党症状がほとんどないため、症状が明らかに現れたときにはか

なり進行しているといわれていまず。また〔歯周病は単に日の病気ではなく、糖尿病と

の関連をはじめ、心臓病、低体重児出産などの全身の健康との関係も指摘されています。

歯周病の初期症状である、『歯磨きの時に血が出る』人の割合は、健ながアンケ
ニトの 30

～64歳で43.4%と 5年前の結果 (42.6%)よ り増加しました。歯周病予防対策として歯磨

きなどのセルフケアに加え、歯科のかかりつけ医
2を持ち、定期的に受診して、歯石除去

等の処置を受ける必要があります。健ながアンケー トでは、歯科のかかりつけ医を持つ

ている人は全体で 68.7%で したが、定期的に予防のために歯科を受診している人は38.8%

にとどまつており、定期的受診をする人を増やすことが必要です。

高齢者の口腔清掃等の口腔ケアは、誤疎性肺炎
3ゃ低栄養を予防するために非常に重要

になつています。特に、口腔ケアを行うことで肺炎の発生率はおよそ 40%減少させる効

果があるといわれています(8020推進財団)。 本市の第 7期ゴールドプランながはま 21

計画によると、計画期間の平成 32年度までは、本市の総人口は、毎年度 800人から900

人の規模で減少しますが、75歳以上の後期高齢者人口は、毎年度 200人程度増加する

11989年 (平成元年)よ り厚生省 (当時)と 日本歯科医師会が推進している「80歳になつても20本以
上自分の歯を保 とう」という運動。20本以上の 歯があれば、食生活にほぼ満足することができると言
われている。
2患
者およびその家族の普段の健康管理をする身近な医師を「かかりつけ医」といい、日常的な診療の

他にも健康相談や指導も含めていろいろな問題について気軽に相談できる医師のこと。
3細
菌が唾液や胃液とともに流れ込んで生じる肺炎で、高齢者に多く発症し、再発を繰 り返す。
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と推測しています。「健康寿命」の延伸を目指すには、「要支援 E要介護状態になること

をできる限り防ぎ、要支援 B要介護状態にあつても悪化をできる限り防ぐ」介護予防の

取組が重要になつており、介護予防のひとつとして口腔ケアの取組が注目されています。

以上のことから、自標を「歯 B口腔の健康を保ち、はつらつと生活できる」とし、具

体的目標を「むし歯 B歯周病による歯の喪失を防ぐ」、「高齢者の口腔機能が維持 日向上

できる」とします。

評価指標は、3歳児、12歳児の「むし歯のない人の割合の増加」、「1人当たりのむし

歯本数の減少」、歯周病予防として「60歳で 24本以上の歯がある人の増加」、「60歳代で

何でも噛んで食べられる人の割合の増加」、「30～ 64歳で歯ぐきから血が出る人の割合の

減少」、口腔内の健康を保つため「定期的に予防のために歯科を受診している人の割合の

増加」とします。また、高齢期では、「70歳以上で 20本以上の歯がある人の割合の増加」、

「70歳以上で何でも噛んで食べられる人の割合の増加」、とします。また、具体的目標

の一つである「むし歯 E歯周病による歯の喪失を防ぐ」取組にあたつては、『お茶でバイ

バイ !む し歯菌』のキャッチフレーズを使つて、日常的に飲む飲み物は糖分の入つてい

ない物を飲むことを推進するなど、食育と連携したむし歯予防を強化します。
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ロロ ち はつらつと生 できる (※ (〉内は県の直近値)
対策

具体的目標 評価指標
直近の状況

(出典)
目標値

個人で心がけること 行政や関係機関の取組

むし歯のない人
の害1合の増加

3歳児,93%(H29)
く80.5%(H27)〉

12歳児 (中学 1年生)
´  615%(H29)  .
〈70.5%(H23)〉

(滋賀県歯科保健関係
資料集平成29年度版
等)

3歳児B5%
12歳児:70%

3歳児 0.6本
12歳児 05本

1人当たりのむし
歯本数の減少

3歳児
0.79本 (H29)
く060本 (H28)〉
12歳児(中学1年生)
0.5本 (H29)

く068本 (H28)〉

(滋賀県歯科保健関係
資料集平成29年度版
等 )

71411

く601%(H27)〉

(健ながアンケート)
75%

60歳(55～ 64歳 )
で24本以上の歯
がある人の割合
の増加

何でも噛んで食
べられる人の割
合の増加(60歳
代 )

75411

(健ながアンケート)
80%

(健ながアンケート)

43411

歯ぐきから血が
出る人の割合の
減少(30～ 64歳 )

・歯と口腔の健康に関す
る正しい知識をもつ

。自分にあつた歯磨きの
方法、補助用具(デンタル
フロス、歯間ブラシ等)の
使用方法を身につける

・歯科のかかりつけ医をも
つ

・定期的に歯科健 (検 )診
を受ける

・定期的に歯科医療機関
へ歯石をとりにいく

・フッ化物ついて正しく理
解する

・定期的にフッ化物を利用
する(フッ1ヒ物塗布、フッ化
物入り歯磨き剤等)

・食後に歯磨きをする

・仕上げ磨きをする

・おやつの後にお茶を飲
んだり、うがいをする

・おやつの時間を決める

。よく噛んで食べる習慣を
つける

・「食べたらお茶を飲む」、
「のどが渇いたらお茶を飲
む」など、日常的には糖分
の入つていない物を飲む」

「歯と口腔の健康に関する
正しい知識の啓発をする

・関係機関との連携を図る

・歯科健 (検 )診が受けられ
る機会を設ける

・プラッシング指導が受けら
れる機会を設ける

・定期健(検 )診の必要性に
ついての啓発をする

・フッ化物について正しい知
識の啓発をする

・歯科医院、健診等での定
期的なフッ化物塗布を推進
する(フッ化物塗布の際には
インフォームドコンセントを実
施する)

・歯科のかかりつけ医をもつ
よう啓発をする

イお茶でバイバイ!むし歯
菌」のキャッチフレーズを
使つて、日常的には糖分の
入つていない飲み物を飲む
ことを推進する

むし歯・歯
周病によ
る歯の喪
失を防ぐ

定期的に歯科を
受診している人
の割合の増加

388%

(健ながアンケート)

30%

45%

487%

(健ながアンケート)

70歳以上で20本
以上の歯がある
人の割合の増加

・口腔機能を高めるための
情報を提供する

高齢者の
口腔機能
(国の動き)
が維持・向
上できる 何でも噛んで食

へられる人の割
合の増加(70歳
以上 )

59,4%

(健ながアンケート)

55%

70%

口腔体操をする

・口腔ケア(歯磨き、舌の
ケア等)をする

・歯科のかかりつけ医を
持ち、定期的に歯科健
(検)診を受ける
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⑥ 高齢者の 野

長浜市の高齢化率は270/0を超え、年々上昇傾向にあり、また、75歳以上の後期高齢者

の割合 (後期高齢化率)も今後上昇が予測されています。そこで高齢者の健康づくりと

しては、活動的で生きがいに満ちた自己実現が出来る高齢者の増加を目指して、社会参

加の促進や健康づくり、介護予防等の健康寿命の延仲への取組が重要となります。

健康寿命の延伸に向けて、健康度の高い高齢者には、就労や社会参加を促進する必要

があります。一方で、加齢に伴い筋力や気力など心身の活力が低下していく状態である

フ レ ル
1(虚弱)を予防し要介護状態となる時期を遅らせることも重要な課題となつて

います。フレイルの概念や重要性を啓発し、高齢者それぞれの特性に応じて、良好な食

生活、身体活動による体力維持、社会活動への参加を行うことなどにより、生活の質の

維持 日向上を図ることが重要です。

長浜市では、今後、後期高齢者の増加とともに、認知症のある高齢者が増加すると推

測されます。脳血管性認知症、アルツハイマー型認知症についてはt個人の生活習慣も

影響する事が知られており、予防に取り組むことが大切です。また、認知症になちても

安心して暮らせるまちづくりを目指して、認知症についての知識や理解を深める啓発を

「認知症サポーター養成講座」を中心に今後も進めていきます。

以上のことから、高齢者になつてもいきいきと自分らしく暮らすことができるよう、

日標を「高齢者になつても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる」とし、

具体的目標を、「フレイルの予防に努める」、「認知症の可能性が高くなる病気や生活習

慣の認知度を上げる」、「認知症を正しく理解し、地域で支えられる」とします。評価指

標は、フレイル予防につながる「継続して運動する人の割合の増加」、「転倒予防教室自

主グループ参加者数の増加」、「地域とのつながりが強いと思う人の割合の増加」、認知

症の正しい理解と生活習慣の改善につながる「認知症の発症の可能性が高くなる病気や

生活習慣の認知度を上げる」、認知症のことヽを正しく理解し、地域で認知症の人とその

家族を支える役割をもつ「認知症サポーターの増加」とします。

1健常な状態と要介護状態 (日 常生活でサポー トが必要な状態)の中間の状態として、日本老年医学会が
2014年に提唱した。加齢とともに、心身の活力 (運動F4も能や認知機能等)が低下し、イ(反数の慢性疾患の併

存などの影響もあり、生活機能が障害され、心身の脆弱化が出現した状態であるが、一方で適切な介入・

支援により、生活機能の維持向上が可能な状態像
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rttI_′ょっ に

具体的目欄 評価指標
E近の状況
(出典 )

目標値
個人で心がけること

フレイルの
予防に努
める

継続して運動す
る人の割合の増
力Π
※継続して運動
する人とは、1回
30分以上の運動
を週2回以上、1

年以上継続して
いる人

65歳以上

男性之75%〈 417%〉
女性B01%〈404%〉

(健ながアンケート)

65歳以上
男性45%
女性45%

・地域で開催される行事やス
ポーツレクリエーション等に積極
的に参加する

・誘い合つて運動や地域の活動
に参加する

・日常生活で体を動かすよう心
がけるとともに、積極的に外出
する

・低栄養の予防や口腔機能向
上に心がける。

・運動の必要性や体に良い運動
方法についての情報を提供する

。ウォーキング教室等のイペント
や運動のできる場についての情
報を提供する

・身近なところで継続して運動で
きる場を提供する

・各自治会等で実施するサロン
を支援する

・転倒予防教室を通じて、自主
グループの立ち上げを支援する

・フレイル予防の必要性を啓発
する。

転倒予防教室自
主グループ参加
者数の増加

2,462人

(H303高 齢福祉介護
課)

3.350人

(H32第 7期
ゴールドプラン
ながはま)

地域のとつなが
りが強いと思う
人の割合の増加
*]負いと思う、ど
ちらかと言えば
そう思う人の割
合

65歳以上

男性:538%
女性:544%

(健ながアンケート)

65歳以上

男性:70%
女性:70%

認知症の
可能性が
高くなる病
気や生活
習慣の認
知度を上
げる

認知症の可能性
が高くなる病気
や生活習慣の認
知度

高血圧   366%
糖尿病   382%
脂資異常症 123%
脳血管性疾患475%
心疾患   141%
肥満    191%
喫煙    270%
運動不足  397%
飲酒    272%

(健ながアンケート)

高血圧 40%

糖尿病 40%

脂質異常症
25%
脳血管性疾患
50%

心疾患 20%

用巴折晰   25%
喫煙  30%
運動不足50%

飲酒  30%

・生活習慣病の予防に努める

・定期的に健診を受ける

。生活習慣病の治療を続ける

・自分にあつた生きがいや趣味
をもつ

・社会で役割をもち、人々と交流
しながら活動的な生活を送る

・新しいことにチャレンジする

・生活習慣病予防が認知症の
予防につながることを啓発する

認知症を
正しく理解
し、地域で
支えられる

認知症サポー
ターの増加

27,392人

(H303高齢福祉介護課)

32,896人

(H32第 7期
ゴールドプラン
ながはま)

・認知症に対する正しい知識を
もつ

・身近に相談者をつくる

・認知症がある人を、地域で支
えようとする意識をもつ

・認知症の知識について啓発を
する(学校、企業、地域 )

・身近で気軽に相談できる窓ロ
の周知と体制整備をする

・認知症をキーワードにした地
域との連携を図る(啓発、組織づ
くり)

・認知症の啓発を促進するキャ
ラバンメイトの養成と活動支援
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イ 生活習慣病の早期発見と重症化予防
健康寿命の延伸のためには、介護が必要な状態を引き起こす疾病の予防が重要です。

がんは主要な死亡原因であるとともに、病気の進み具合や治療によって生活に大きな影

響を与えます。また、高血圧や脂質異常症、糖尿病、慢性腎臓病 (CKD)は重症化す
ると循環器疾患や脳血管疾患を引き起こし、身体機能に大きな影響を与えます。慢性閉

塞性肺疾患 (COPD)は呼吸の状態に大きな影響を与え、身体活動が制限されること
もあります。これらの疾患について発症予防や重症化を予防するなどの対策を行うこと

で健康寿命の延伸を図ります。

① が ん

がんは日本人の死因の第 1位であり、約 30%を占めています。また罹患率も高齢化と

ともに高くなつています。全国の統計では 2人に 1人ががんになり、3人に 1人ががん

で亡くなつています。長浜市においても死因の第 1位となつています。標準化死亡比 (ベ

イズ推定量 EBSMR)1で Iよ、女性の胃がんや男性の肺がんが国や県に比べて高 くなつ

ています。経年的にみると、女性の胃がんは徐々に低くなつてきていますが、男性の肺

がんは高くなつています。                  ・

がんの予防にはがんについて正しい知識をもち、発症予防と早期発見 日早期治療を行

うことが必要です。

がんについて正しい知識を持つ市民を増やすため、市では平成 28年度から小中学生

を対象にがん教育を実施しています。また、がん検診の重要性を知つてもらい、多くの

人が検診を受診するよう、ピンクリボン湖北などの各種団体と連携 B協力して啓発活動

を行つています。これらの取組は今後も継続して行います。

発症予防ではがんのリスクとなる生活習慣を避けることが重要です。例えば、塩分の

過剰撰取は胃がんの発症の危険因子です。また、喫煙は多くのがんの危険因子となつて

います。

がんを予防するためt「禁煙」「節酒」「食生活を見直す」「適正体重を維持する」「身体

を動かす」「がんのリスクを高めるウイ′レスや細菌への感染の有無を知 り、適切に対応す

る」ことが勧められています
2
。これらの生活習慣を啓発 し、すすめていきます。特に「禁

煙については長浜市の 40～ 74歳の男性の喫煙率が高い状況3でぁり禁煙をすすめ、受動

1 標準化死亡比 (SMR)と は、ある集団の死亡率を年齢構成が異なる集団と比較するための指標で、
実際の死亡数と予測される死亡数の比で示す。100以上の場合は、その集団の死亡率が何らかの理由で

高いと言える。

人日の少ない市町村では、わずかな死亡数の増減により標準化死亡比は大きく変動するため、10年間
の合計を用い、人口の調整を行つた経験的ベイズ推定量 (EBSMR)を指標とする。
2 科学的根拠に根差したがん予防ガイ ドライン「日本人のためのがん予防法」より
3 平成 26年度健診等データ分析報告書 (滋賀県保険者協議会)よ り
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喫煙を防ぐ取組を喫煙分野の取組としてすすめます。がんのリスクを高める感染につい

ては、啓発を行うとともに、検診や検査を受けるようずすめていきます。

がんを早期に発見するには定期的ながん検診の受診が有効です。アンケート結果では、

がん検診を受診する人の割合は約 28～ 36%であり、どの検診の受診率も国の目標である

50%に到達していません。また、
.が
ん検診が安全で安心できる検診であることも大切で

す。国の指針に基づいて検査方法の検討を行うとともに、検査の精度を管理していきま

す。がん検診にて精密検査が必要になつた場合は、速やかに精密検査を受けることでが

んの早期発見と治療につながります。精密検査の受診をすすめていきますと

さらにがんにかかつた後の支援も重要になつています。がんになつた後の生活につい

て支援を求める人が多くなつています。がん相談支援センターなどと連携し、相談や支

援を行つていきます。

このような現状から、目標は「がんの発症予防および早期発見と早期治療」とし、具

体的目標は「がんリスクを減らす生活習慣を実践する」「女性の胃がんと男性の肺がんの

標準化死亡比 (ベイズ推定値EBSMR)の減少」、「がんを早期に発見し、治療する」「が

～
リスクを高める感染の状況を知る」とします。評価指標は「適正体重の維持」「女性の

胃がんと男性の肺がんの標準化死亡比 (ベイズ推定値EBSMR)の減少」、「がん検診を
定期的に受けている人の増加」、長浜市のがん検診における「精密検査受診率の向上」「特

定のウイルスや細菌の感染ががんリスクを高めることを知つている人の増加」とします。
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がんの よ と
.｀ム

′rョ

対策
目標値

個 人で心 が Iすること 行政や関係機関の取組
具体的目標 評価指標

E近の状況
(出典)

がんリスク
を減らす生
活習慣を
実践する

適正体重の維持

40～ 64歳で適正体重
(男性 :BM121～ 27、
女性 :BM12 1～ 25)
である人の割合
男性 :681%
女性:312%
(健ながアンケート)

男性 :70%以上
女性 :35%以上

・特定健診を定期的に受
診する。
・特定保健指導や専門職
への相談を積極的に活用
する。
・生活習慣の改善を行う。

・受診しやすい場や日程
で特定健診を実施する。
・がんリスクを減らす生活
習慣を啓発する。
・職場で職場健診や特定
健診を受けるよう勧める。
・生活習慣を改善しやす
い環境を整える。

EBSMR(2006～ 2015)
女性の胃がん
1081(1082〉

男性の肺がん
1113く 1057〉

(滋賀県の死因統計解

析 )

減少傾向

女性の胃
がんと男
性の肺が
んの標準
化死亡比
(ベイズ推
定値
EBSMR)の
減少

女性の胃がんと
男性の肺がんの

標準化死亡比
(ベイズ推定値
EBSMR)の減少

がん検診を定期
的に受けている
人の増加(胃・

大・肺・平L40歳以
上74歳以下/子
20歳以上74歳以
下)

胃男性386%〈 440%〉

女性之81%〈 306%〉

大腸 男性B46%く 4&3%〉

女性:306%く 347%〉

肺 男性乏81%〈 477%〉
女性:208%〈 349%〉

(単純X線撮影含む)
平し413%く 332%〉

子宮 390%く 332%〉

(健ながアンケート)

450/o以上

100%

・がん検診を定期的に受
診する

・がんに関する知識を持
つ
・精密検査が必要な場合
は検査を受ける

・がん検診の重要性を啓
発する

・がん検診を実施するとと
もに、受診率・精密検査
受診率の向上を図る

がんを早
期に発見
し、治療す
る

精検受診率の向
上
(胃・大・肺・乳40

歳以上74歳以下
/子20歳以上74

歳以下)

冒:93.7%

大腸お3.4%

1市 :94,1%

平し:99,4%
子宮:854%

(H29)

・がんリスクを高める感染
について啓発する。
・肝炎ウイルス検診など
感染を調べる検診や検査
を実施する。

がんリスク
を高める
感染の状
況を知る

特定のウイルス
や細菌の感染が
がんリスクを高
めることを知つて
いる人の増加

知つている 433%
(健ながアンケート)

60%

・がんリスクを高めるウイ
ルスや細菌の検査を受け
る
。感染に対し、正しい知識
をもち適切な対応につい
て相談する
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② 高血圧・脂質異常症・糖 病 慢性腎臓病 (CKD)

脳血管疾患や心疾患を含む循環器疾患は、がんと並んで日本人の主要死因の 1つにな

つており、発症すると身体活動の制限を招いて、生活に大きな影響を与えます。脳血管

疾患や循環器疾患の発症を高める危険因子として高血圧、脂質異常症、糖尿病ゞ肥満、
1漫性腎臓病 (CKD)、 喫煙があげられます。脳血管疾患や循環器疾患を予防するために、

危険因子となる疾患を早期に発見し治療を受け、改善を図つていくことが重要です。

高血圧、脂質異常症、高血糖 (糖尿病 )、 肥満の危険因子のうち、3～4つの危険因子

がある人は危険因子がなにもない人に比べ、循環器疾患では約 8倍こ脳血管疾患は約 5

いことが矢日ら
4
おなかの内臓まわ りに脂肪が蓄積する内臓脂肪

型肥満は、高血圧や脂質異常症、糖尿病を発症しやすく、重症化しやすい状態です。内

臓脂肪型肥満に加えて、高血糖、高血圧、脂質異常のうちいずれか2つ以上を合わせ持

った状態を、メタボリックシンドロームといいます。特定健診を受診すると、メタボリ

ックシンドロームやその予備群を早期に発見することができます。さらに保健指導を受

けて生活改善に取り組んでいくことで内臓脂肪型肥満を軽減し、高血圧などの疾患の重

症化を防ぐことにつながります。

慢性的に腎臓の機能が低下する慢性腎臓病 (CKD)は、腎臓だけでなく全身の機能
に影響を及ぼし、脳血管疾患や循環器疾患を起こしやすくなります。特定健診では腎機

能の検査を行つておりt慢性腎臓病 (CKD)の早期発見 B早期治療につながります。
また、特定健診間診の結果からは喫煙者が多く、定期的に運動をする人が少ない状況

です5。 生活習慣の見直しも行つていく必要があり、各分野別に取組を行います。

市では、特定健診や生活習慣病健診を実施し、受診するよう勧めていきます。また、

特定保健指導や健康栄養相談を実施し、生活習慣の改善を支援します。京都大学大学院

医学研究科と協働で実施している「O次予防健康づくり推進事業」では、O次健診に参

加いただいた 1万人の市民の方の健診結果等を医学研究に活用し、その成果を社会に還

元するとともに、市民に対して、生活習慣病の予防につながる取組を検討しています。

このような状況から、日標を「高血圧 B脂質異常症 ど糖尿病 a慢性腎臓病 (CKD)
の早期発見と重症化予防」とし、具体的目標は「定期的な健診の受診」「メタボリックシ

ンドロームの予防」「高血圧・脂質異常症 日糖尿病 日慢性腎臓病 (CKD)の早期発見と
重症化予防」とします。評価指標は「特定健診等を定期的に受けている人の増加」国民

健康保険特定健診における「メタボリックシンドローム該当者及び予備群者割合の減少」

および「特定保健指導終了率の向上」、「Ⅱ度高血圧以上の人の割合の減少」、「LDLコ レ

ステ由―ル 160m g/d?以上の人の割合の減少」、「eGFR50m2/分 /1.73席以下 (70歳以上

は 40m2/分 /1!73浦以下)の人の割合の減少」、「要医療判定値以上の人の医療受診をし

た人の割合」、「特定保健指導以外の保健指導を受けた人の増加」、「40～ 64歳脳卒中地域

連携パス発行者割合の減少」とします。

4 日本動脈硬化学会 「動脈硬化性疾患予防ガイ ドライン 2017年版」より
5 平成 26年度健診等データ分析報告書 (滋賀県保険者協議会)よ り
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タ 策

個人で心が 1すること 行 政 や 関 係 機 関 の 取組
具体的日標 評価指標

直近の状況
(出典 )

目標値

・健診の重要性を啓発す
る

定期的な
健診の受
診

特定健診等を定
期的に受けてい

る人の増加

20歳以」L:614%
40歳以上づ9.5%

(健ながアンケート)

70%,火」L

・生活習慣病促診や特定
健診を定期的に受診する

・生活習慣改吾の必要性
や具体的な方法につい

て、わかりやすく指導する
メタボリックシン
ドローム該当者
及び予備群者割
合の減少

該当者144%(866人 )
く172%〉

予備群105%(630人 )
く1050/o〉

(H28国民健康保険
特定健診法定報告 )

減少傾向

・特定保健指導やその他
の保健指導を利用する

・生活習慣を改善する

55%,ス」L

・特定保健指導を利用す
る

・生活習慣改吾の必要性
や具体的な方法につい

て、わかりやす (指導する

・保健指導が受けやすい

体制をつくる

メタボリッ
クシンド
ロームの
予防

特定保健指導終
了率の向上

481%く 32.0%〉

(H28国民健康保険
特定健診法定報告 )

狂度高血圧以上

の人の割合の減
少(収縮期血圧
160mmHg以」L又
は拡張期血圧
100mmHg以上 )

男性 :4.47%

女 1生 :3.51%

(H29特定健 診
n=6,387)

男性4%以下
女性B%以下

LDLコレステロー
ル 160mg/di以上
の人の割合の減
少

男性 :65%
女 l生:86%
(H29特定健診受診者 、
n=6390)

男性ね%以下
女性:8%以下

69%

(H29特定健診
n=6276)

6.7%以下
HbAlc6_5%以上
の人の割合の減
少   |

eGFR50mi/分
/173浦以下 (70
歳以上は40mi/
分/1.73浦 以下 )
の人の割合の滅
少

(H29特定健 診
n=6301)

22%

減少傾向

要医療判定値以
上の人の医療受
診をした人の割
合

43%

うち、ハ イリスク者の受

診率
686%
(H28特定健診 )

60%
うち、ハイリス

ク者の受診率
80%

特定保健指導以
外の保健指導を
受けた人の増加

のべ98人
(H29健康・栄養相談 )

増加傾向

発行者数と人 口に対す

る割合
30人  00780/o

(H27年度 )
人口はH2710.11見 在

減少傾向

,特定健診等を受診する

・特定保健指導やその他
の保健指導を利用する

・医療への受診が必要な

場合は受診する

・治療が必要な場合は治
療を継続する

・生活習慣を改善する

・特定健診を実施するとと
もに受診率の向上に努め
る

・健診結果をわかりやすく
伝え、生活習慣の改善を
促す

高血圧・脂
質異常症・

絡尿病・慢
性腎臓病
(CKD)の
早期発見
と重症化
予防

40～ 64歳脳卒中
地域連携パス発
行者割合の減少

0日 標 :高血圧日脂質異常症・糖尿病 B慢性腎臓病 (CKD)の早期発見と重症化予防
※ 内 は の 値 )

※要医療判定値以上のうちハイリスク者とは

以下のいずれかに該当する人である。
収縮期血圧 160mmHg以上、拡張期血圧 100m mHg以 上、HbAlc6.5%以 上、空腹時血糖 126mg/W以
上、LDLコ レステロール 180 mg/W以上、中性脂肪 11000 mg/d?以 上、尿たんばく2+以上、尿糖 2+以
上、尿たんぱく+かつ尿潜血+以上、尿酸 9.O mg/dゼ以上、eGFR50 ml/分 /173∬未満 (70歳以上は 40ml/
分/173∬未満)
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③
ど
l曼
J陛閉塞性肺疾患 (COPD)

慢性閉塞性肺疾患 (COPD)は 、主として長期の喫煙によつてもたらされる肺の慢
性的疾患であり、肺の機能が低下することで咳、痰、息切れなどの症状がみられるよう

になり身体機能にも大きな影響を与えます。標準化死亡比 (EBSMR)で は、男性の
慢性閉塞性肺疾患 (COPD)は 国や県に比べて大変高 くなつており、大きな課題とな
っています。

慢性閉塞性肺疾患 (COPD)の 主要原因は喫煙であり、最も効果の高い予防方法は
禁煙です。我が国の喫煙率は近年低下傾向にありますが、長浜市の 40～ 74歳男性の喫煙

率は県と比べ高くなつており
6、

禁煙をすすめ、受動喫煙を防ぐ取組が必要です。喫煙分

野の取組をすすめます。

このような状況から、日標及び具体的目標は「慢性閉塞性肺疾患 (COPD)の 発症
予防と重症化予防」、評価指標は「慢性閉塞性肺疾患 (COPD)を 知っている人の増加」
「男性の慢性閉塞性肺疾患 (COPD)標 準化死亡比 (ベイズ推定値 EBSMR)の 減少」
とします。

0日標:慢性閉塞性肺疾患(COPD)の発症予防と重症化予防
28

6 平成 26年度健診等データ分析報告書 (滋賀県保険者協議会)よ り

タ

行政や関係機関の取組
目裸値

個人で心がけること
具体的目裸 評価指標 直近の状況

(出典)

30%以上

慢性閉塞性肺疾
患(COPD)を
知つている人の

増加

知つている
11.0%〈 32.20/o〉

(健ながアンケート)

減少傾向

・禁煙に努める

・喫煙が慢性閉塞性肺疾
患(COPD)の危険因子で
あることを啓発する
・禁煙の保健指導を行う

慢性閉塞
性肺疾患
(COPD)の
発症予防
と重症化
予防

男性の慢性閉塞

性肺疾患

(COPD)の標準
化死亡比(ベイズ

推定値EBSMR)
の減少

EBSMR(2006～ 2015)

男性の慢性閉塞性肺疾

患(COPD)
134,9(1210〉

(滋賀県の死因統計解

析)
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(3)健 康なまちづくり

① ノーシャルキャピタルの醸成 (市民協働の健康づくり)

健康づくりの取組は、従来、個人の健康づくりの取組が中心でしたが、個人の健康は

個人を取り巻く様々な社会環境の影響を受けることから、「健康づくりはまちづくり」と

言われるように社会全体で健康づくりを総合的に取り組むことが必要です。

健康づくりに関する研究1では、個人が持つ人々とのつながり、ネットワーク (個人レ
ベル)が豊富であれば、健康に良い情報を得る機会やお互いに助け合う機会が多く、そ
れらが個人の健康を高めることにつながると言われています。また地域住民相互の信頼

感、お互いの協力意識が高ければ、住民同士の摩擦が少なく、心理的に良い影響を及ぼ

すものと考えられており、個人や地域レベルのソーシャ′堕,キャピタル
2は
相互に関係して地

域住民の健康レベルを高める可能性があると考えられています。

以上のことから、社会全体が相互に支えあいながら健康を守る環境づくりを目指して、

健康づくりを通じたソーシャルキャピタルの醸成に努めます。

健ながアンケートでは、地域とのつながりが強い方だと思うかを尋ねたところ「そう

思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した人が、44.2%で した。年齢別でみると「そ

う思う」の割合は年齢が高いほど高く、年齢が若いほど低くなり、若いはど地域とのつ

ながりが少なく、地域だけではない職場や様々なつながりを広げていく必要があると考

えられます。また、どの地域でも「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した

人の割合は「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」と回答した人の割合を上

回りました。健康づくりは行政主導の取組と共に、市民や地域それぞれが主体性を発揮
しながら協働して取り組む必要があります。

そこで、目標を「健康を支え守るための社会環境整備」とし、具体的目標を「地域の

つながりの強化」、「地域活動に主体的に関わる」、「健康づくりを支援できる地域づくり

を進める」とします。評価指標は、「自分と地域のつながりが強い方だと思う人の増加」、
「ボランティアやNPO等の市民活動に参加している人の増加」、「他者に健診を勧めた
り、誘つたことがある人の増加」とします。

1「健康づくりにおけるツーシャル・キャピタルの育成等に関する保健所の役割に関する研究調査 報
告書」より
2ァ メリカの政治学者のパットナムは 1993年にソーシャル・キャピタルを、「信頼」「規範」「ネットワ
ーク」といった社会組織の特徴で、人々の協調行動を促進し、社会の効率性を高めることができるもの
と定義した。
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声 策

行政や関係機関の取組
具体的目標 評価指標

直近の状況

(出典)
目標値

個人で心がけること

地域のつ

ながりの強
化(居住地
域でお互
いに助け
合つている
人の割合
の増加 )

自分と地域のつ
ながりが強い方
だと思う人の増
カロ

442%
(健ながアンケート)

く530%〉

(H19E団 45.716)

65%

(H34国 65%)

(H35歩註65%)

・自治会行事、地域のイ
ベント等に参加する

・近所同士の積極的な挨
拶やコミュニケーションを
図る

。地域活動を支援する

・自治会や地域づくり協議
会、PTAなど地域づくりの
担い手となる団体を支援
する

地域活動
に主体的
に関わる

ボランティアや
NPO等の市民活
動に参加してい
る人の増加

159%
(健ながアンケート)

25%

・ボランティアに参加し活
動する

・自治会や地域づくり協議
会・老人会・PTA等の地
域活動に参加する

・地域づくり協議会等の地
域の健康づくり活動を支
援する

・健康づくりに関する市と
地域づくり協議会との協
働事業を創出する

・市民活動や地域づくり協
議会活動について情報発
信する

・地域と学校が連携し、地
域で子どもを育てる

・ボランティア講座等の実
施によリボランティア意識
を啓発する

・三世代交流イベントを実
施する

健康づくり
を支援でき
る地域づく
りを進める

他者に健診を勧
めたり、誘つたこ
とがある人の増
カロ

327%
(健なん`アンケート)

45.0%

・健康や健診について身
近な人と話したり、健康づ
くりに取り組む

・健康についての研修会
や勉強会に参加する等、
健康について意識を高め
る

・家族や知り合いで健診
受診するよう声を掛け合
う

・地域の健康づくり活動を
支援する

・地域や地域づくり協議
会・健康推進員協議会と
連携して健診受診勧奨を
する

・健診の誘い合いを推進
する

3作



② 次世代の健康
生涯を通じ健やかで心豊かに生活するためには、妊娠中や子どもの頃からの健康

(次世代の健康)が重要となります。妊娠前 日妊娠期の心身の健康づくりを十分行うとと

もに、子どもの健やかな発育とよりよい生活習慣を形成することで、成人期、高齢期ま

での生涯を通じた健康づくりをすることができます。

健康については、子どもの頃から教育することが重要です。取組として、長浜市では

平成 27年度から小日中学生を対象に「がん教育」を実施しています。がん教育を通し、

健康と命の大切さについて学び、自らと家族の健康を適切に管理し、がんに対する正し

い知識を身につけることを目指しています。また、子ども産み育てるうえで安心して子

どもを産み育てられる環境づくりも重要と考えます。市ではその一つとして平成 29年

度から「長浜市子育てコンシェルジュ事業」を開始し、各地区の担当保健師が子育てコ

ンシェルジュとして、妊娠 口出産 。子育てに関する相談・子育て支援の情報提供やサー

ビス利用のサポー トを行つています。

また、健康な生活習慣の二つに食生活が影響しています。長浜市では、平成 29年度の

3歳 8か月児健診で朝食の欠食率は 0.1%ですが、中学 2年生の朝食の欠食率は 2.0%

と、年齢があがるにつれ欠食率が増加しています。

運動も健康な生活習慣の一つに影響していますが、小学 5年生において体育の授業を

除(1週間の総運動時間が 60分未満の割合は、男子 6.40/。、女子 11.6%と なつていま
す。

子どもが成長し、やがて親となり、その次の時代を担う子どもを育てるという循環に

おいても、子どもの健やかな発育や生活習慣の形成は重要となります。

今回、日標を「1尋来を担う次世代の健康を支える」とし、具体的目標を、「健康な生活

習慣 (栄養 田食生活・運動)を有する子どもの増加」、「安心して子どもを産み育てられる

環境づくり」、「適正体重の子どもの増加」とします。評価指標は、「朝食を欠食する人の

減少」、「体育の授業以外で運動している子どもの割合」、呼し幼児健康診査 (3歳 8か月

児健診)受診率の向上」、「全出生数中の低体重児の割合の減少」、「適正体重を維持して
いる子どもの増加」とします。

JS



0目標 :将来を担う次世代の健康を支える

具体的目標 評価指標
直近の状況

(出典)
目標値

対策

個人で心がけること 行政や関係機関の取組

朝食を欠食する
人の減少(食ベ

ない。時々食べ

ない)

中学2年生
20%
(H29健 やか教育推進課

調査 )
3歳 8カ月児
0・ 1%

(H2938健診 )

減少傾向

減少傾向

・早寝早起きをする

・朝食を毎日とる

・乳幼児健診で啓発する

・朝食や生活リズムの大
切さについて啓発する

・小中学生に対し授業で
啓発する

体南の授業を除
く1週間の総運動
時間が60分未
満の割合

小学5年生

男子 :64%
女子 :11.6%
(H29全 国体力・運動の

う力・運動習慣等調査 )

・習慣的な運動の必要性
を知る

・地域の運動教室等の情
報を知る

・スポーツ少年回の加入
者の増加への啓発をする

・幼少期からのスポーツ
教室を開催する

安心して
子どもを生
み育てら
れる環境
づくり

3歳 8カ月健診受
診率の向上

97,`

(H29)

100%に近づける

・3歳8か月時点での、児
の健康状態(身長・体重・
肥満度等)について理解
を深める

・3歳8か月児健診の受診
について相談事業や関係
機関等を通して勧奨す
る。

「未受診者の全数把握を
行い、未受診者にも児の
健康状態に理解を深めて
もらえるよう訪間指導等を
行う。

適正体重
の子ども
の増加

全出生数中の低
出生体重児の割
合の減少

市8.6%(H27)

<国 95%(H27)
県93%(H27)>

減少傾向

適正体重を維持
している子どもの
増加

・妊娠中の喫煙の影響に
ついての知識を持つ
・妊婦健康診査を継続受
診し、体重管理をする

・妊娠届出時の聞き取り
票で、妊婦および夫(ハ

°
―ト

ナー)が喫煙者の場合は喫
煙の影響について啓発す
る

・園児/小中学生に対して
バランスの良い食生活の
指導と運動の推奨する

適正体重を維持
している子ども
の増加

小学5年生

男子B88%
女子つ03%

(H306調査すこやか教
育推進課)

・野菜を中心としてバラン
スよく食べる

d`



③ 地域医療分野

この分野では、安心 田安定的な地域医療の確保を目指すために、救急医療、リハビリ

テーション、在宅医療
1、 へき地医療

2等の医療提供体制のあり方についての基本指針を示

します。現状では医師等の不足が即時解決することは非常に厳 しい状況にあることから、

今ある医療資源が有効に機能するよう機能分担を明確にし、効果的に連携できる取組が

必要であるため、日標を「住み慣れた地域で安心して医療を受けられる」とします。

【救懲医療】

休日昼間の内科、小児科の初期 (一次)救急医療
3は
長浜米原休日急患診療所が担つてい

ます。当該診療所は、休日に病院の救急外来を受診する軽症患者の増加を抑制し、医師

等の負担の緩和を目的に設置しています。平成 22年の開設以来、休日急患診療所の利用

割合は年々増加傾向にあります。長浜赤十字病院、市立長浜病院、長浜市立湖北病院 (以

下、「3病院」という)の休日昼間の救急外来と休日急患診療所の受診者総数のうち、

休日急患診療所の内科と小児科の受診割合は平成 22年の開設当初は 40.6%で したが、平

成 29年度では 52.1%を占めました。平成 29年度の利用者の内訳を見ると、小児科が

72.1%だった一方、内科は 36,4%と なつており、特に内科の受診割合が低い傾向にあるこ

とから、今後も継続した啓発が必要です。そして、より適切な医療を提供できる環境を

整えていくことで、湖北圏域における初期救急の役割を果たしていきます。

また、湖北保健医療圏域
4(以下「湖北圏域」という)では、市立長浜病院と長浜市立湖

北病院が救急告示病院
5と しての二次救急医療6を担い、二次救急医療

7を
長浜赤十字病院

の救命救急センター
8が担つています。

今後も、こうした救急医療を確保していくためには、引き続き救急医療の機能分担を

進めていく必要があります。このことから、具体的目標を、初期 (一次)救急医療が適切

に機能できるよう「休日急患診療所事業の充実と定着」とし、評価指標を「休日昼間の

3病院の救急外来と休日急患診療所の受診者総数のうち休日急患診療所の受診割合の増

加 (小児科・内科)」 とします。

【小児保健医療(小児救急含む)】

1医
療受療形態の一つ。広義には、病院外で行 う医療全般を在宅医療と呼ぶが、通常は通院困難な患者が過ごす自宅

又は施設等に、医療者が訪問して医療継続する狭義の在宅医療を指す。
2へ
き地で行われる医療のことで、主に「へき地診療所」等が行つてヤヾる。最近では、へき地診療所だけで完結する

ものではなく、診療所と病院との連携や、医師がいないときには、代わりの医師の派遣や、専門医による巡回診療

等を含めたものをまとめて、へき地医療といわれている。3休
日および夜間に比較的軽症の救急患者を受け入れている「休日急病 (患)診療所」と地域の開業医師が当番制で休

日および夜間に自院で診療を行う「在宅当番医制」がある。
4医
療圏域に準ずる地域単位であり、長浜市、米原市の2市により構成される。なお、県においては保健所行政区域

を単位とした7圏域で設定されている。5事
故や急病等による傷病者を救急隊が緊急に搬送する医療機関で、医療機関からの協力の申し出を受けて知事が認

定、告示した病院。6入
院治療や手術を必要とする重症患者に姑応する救急医療。
72次
救急医療機関で女ヽ+応できない重篤な救急患者を24時間365日 体制で受け入れる医療。

8心
筋梗塞、脳卒中、頭部損傷等の重篤救急忠者の救命医療を行うことを目的に設置された医療機関で、高度な救急

医療を24時間体制で提供できる機能を有する。

3)l



小児救急の受診者数 (湖北圏域における二次、三次医療機関への小児救急患者数 )

は、平成22年に長浜米原休日急患診療所が開設 して以来減少を続け、平成21年度と平

成29年度の受診者数を比較すると、およそ81%の減少が見られ、機能分担が進んでいる

ということが言えます。

また、日々の小児科の受診については、機能分担の観点だけでなく、子どもの適切

な健康管理のためにも、かかりつけ医を持つことを推進 しています。日ごろから子ど

もの健康等について相談しやすい関係を作つておくことで、病気の早期発見、早期治

療につながりますと受診の結果、病院での専門的な医療が必要だと判断された場合に

は、かかりつけ医から円滑な引継ぎを行うことができます。

健ながアンケー トでは、小児のかかりつけ医を持うている家庭は、平成25年の83.5%

から平成30年には87.3%へ増加 しており、今後も保護者へ急病傷時の対処法等と併せて

かかりつけ医の普及啓発を進めることが必要です。

これ らのことから、具体的目標を「小児保健医療の充実 (′lヽ児救急含む)」 とし、評

価指標は引き続いて「小児のかかりつけ医を持つている家庭の増加」とします。

【リアヽビリテーシヨン】

身体疾患等を抱える入院患者が在宅に復帰するためには、病期 (急性期、回復期、維

持期)1こ応 じたリハビリテーシヨンが欠かせません。現在、急性期病院 (長浜赤十字病

院、市立長浜病院、長浜市立湖北病院)では、地域包括ケア病棟
9を
運営し、在宅復帰を

目的としたリハビリや退院調整等について、地域との連携を図りながら在宅復帰の支

援を行つています。また、市立長浜病院においては、これに加えて脳卒中や骨折等に

特化した回復期 リハビリテーシヨン病棟
10も
運営しています。

このことから、具体的目標は「生活機能の向上を目的としたリハビリテーションの

充実」とし、評価指標を「地域包括ケア病棟及び回復期リハビリテーション病棟にお

ける在宅復帰率の維持」とします。

【在宅医療】

高齢化がさらに進展すると医療や介護を必要とする人がますます増加しますが、現

在の医療 口介護サービスの提供体制のままでは十分対応できないことが予想されま

す。病気や高齢になつても、住み慣れた地域で安心して過ごすことができるように、

医療関係機関は在宅療養支援診療所
11や
訪問看護ステーション

12等の増加や専門性の向

9急性期医療を経過した患者及び在宅において療養を行つて
いる患者等の受入並びに患者の在宅復帰支援等を行 う機能を有し、地域包括ケアシステムを支える役割

を担う病棟または病室。
Ю 日常生活動作 (ADL)能力の向上による寝たきりの防止と家庭復帰を目的としたリハビリテーンヨンプロ

グラムを、医師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、社会福祉士等が共同して作成し、こ

れに基づくリハビジテーションを集中的に行う必要のある脳血管疾患や骨折等の患者を対象とした病

棟。
1124時
間体制で往診や訪問看護を実施する診療所のことで、平成18年の医療法改正で新設された。自宅

でのターミナルケア (終末期ケア)や慢性疾患の療養等への対応が期待されている。
12かかりつけの医師の指示にもとづいて看護師が訪問し、自宅で高齢者やしょうがいのある人等に看護

、,7



上に加え、地域包括ケアシステム
13の
構築に向けた医療 B介護を中心とした多職種連携

を推進していく必要があります。これに関連し、平成31年 1月からは、地域包括支援セ

ンター14を全て外部委託することで、その地域の市民と医療機関や介護事業所等がより

繋がりやすい環境を整備しています。

また、医療の充実を図るための拠点として長浜米原地域医療支援センター
15では、医

師、歯科医師、薬剤師、訪間看護師、介護支援専門員等の相互連携を図り、地域住民

が最期まで安心して療養できる在宅医療や訪問歯科診療の推進を支援するとともに、

情報発信源として講演会や出前講座等による市民啓発も行つていますと

このような取組を背景として、市民生活において大切なのは、いつでも気兼ねなく

相談できるかかりつけ医を持つことであり、そのことにより訪間診療〔訪問看護の実

施や関係機関への円滑な取次ぎが可能となります。

健ながアンケー トでは、診療所の内科のかかりつけ医を持つている人は66.8%(H25

年)か ら72,7%(H30年 )と増加しており、今後も継続して施策の展開が必要と考えます。

以上のことから、具体的目標を「安心して暮らせるための在宅医療の充実」とし、

評価指標は引き続いて「診療所の内科のかかりつけ医を持つている人の増加」とします。

サービスを提供する事業。
13高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮
らしを人生の最期まで続けることができるための地域の包括的な支援・サービス提供体制
14地域の高齢者等の心身の健康の保持及び生活の安定のための必要な援助を行 うことを業務とし、地域
の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する中核機関として設置している。
15湖
北医師会、湖北歯科医師会、湖北薬斉J師会、訪問看護ステーション等が自ら協力連携して「在宅を

中心とした医療体制」を円滑に推進するために設置。湖北地域の住民が地域で安心した療養生活を送れ

るよう支援することを目的とする。

S?



【へき地医療】

民間医療機関の進出が困難な山間へき地
16ぉぃては、へき地医療拠点病院17でぁる長

浜市立湖北病院と、国保直診とが中心となつて医療の確保に努めています。

長浜市立湖北病院では、山間部にある余呉町中河内診療所、木之本町杉野診療所、

金居原診療所に年間約140日 の巡回診療を実施しています。

国民健康保険直営診療所においては、医師の安定的な確保を図るため、浅井東診療

所が平成26年 10月から、西浅井地区診療所については平成27年4月 から、指定管理者に

よる運営に移行しています。加えて、中之郷診療所は平成30年4月 から湖北病院との一

体的な連携により運営を行つています。

また、国民健康保険直営診療所の持続可能な医療体制を確保するためには、医師負

担の少ない複数医師体制の構築が必要不可欠であることから、平成31年 4月 からは西浅

井地区診療所の拠点化を行います。

以上のことから、具体的目標を「持続可能なへき地医療の確保」とし、評価指標を「山

間
^き
地における医師数の維持」及び「巡回診療実施回数の維持」とします。

【地域医療連携体制】

地域医療連携は、患者の病状にあつた継続性のある医療を適切な場所で切れ目なく

提供していくことを目的とし、地域の医療機関と病院がその機能を分担し連携するこ

とにより助け合つて行く仕組みとなつています。湖北圏域内の医療機関は、病院が4か

所、二般診療所が120か所、歯科診療所が63か所 (平成30年4月 1日現在)あ り、診療所と

病院との連携が深められてきました。

しかし、後遺症がある疾病等の方や終末期医療が必要な方は、入院治療が短期間で

終了しても、退院後の在宅生活に不安を持つている場合があります。住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住まい日医療 B介

護 日予防 日生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を更に推進す

るとともに、びわ湖あさがおネット18と ぃったI GT技術を用いて、安全に診療情報や在

宅療養支援情報を関係機関で共有することにより、より良い医療・在宅療養サービス

を提供するための仕組み作りが必要です。

このようなことから、具体的目標を「病診連携 T診診連携の促進」とし、評価指標

16木之本地域と余呉地域にある、長浜市の無医地区に準じる地区および無歯科医地区に準じる地区のこ

と。原則として医療機関の無い地域で、当該地区の中心的な場所を起点としておおむね半径4kmの区域内

に50人以上が居住している地区であつて、かつ容易に医療機関を利用することができない地区を無医地

区といい、無医地区に準じる地区は、前述に準じて医療の確保が必要と都道府県知事が判断し、厚生労

働大臣に協議し適当と認めた地区をいう。へき地診療所は本之本地域、余呉地域のと課か、へき地に準じ

る地区として西浅井地域に開設。
17無
医地区および無医地区に準じる地区を対象として、べき地医療支援機構の指導・調整のもとに、巡

回診療、へき地診療所等への代診医派遣等の医療活動を継続的に実施できると認められる病院のこと。

知事が指定する。
隠 ICT技術を用いて、安全に診療情報や在宅療養支援情報を県内の関係機関で共有することにより、よ

り良い医療・在宅療養サービスを提供するための仕組み。

作お



を「湖北圏域内の医療の自足率
19の
増加」と「3病院の合計した患者紹介率

20の維持」と

します。行政や医療関係機関は、診療所や病院等のそれぞれの特徴を十分にいかすと

ともに、ICTシステムの活用も含めて医療資源の適切な役割分担と連携による、切れ目

のない医療を提供する体制の構築を目指します。

【市民啓発】

救急受診については、救急病院でのコンビニ受診
郷が多いとの指摘があります。その背

景には、市民が医療の現状を知る機会が少ないために医療機関の機能についての理解が

不十分なことや、家庭での病気の対応 日予防についての知識が薄くなつていることが考

えられます。

また、救急車の出動件数日搬送人員数はともに増えており、平成 29年中の湖北圏域内

での救急出動件数は 7,234件、1日の平均出動件数は約 19.8件、1日平均搬送人数は 19

人、およそ 72分に 1回の割合で救急車が出動していることから、救急隊の現場までの

到着時間も遅くなつています。限りある搬送資源を緊急性の高い事案に優先して投入す

るためには、救急車の適正利用を更に推進していく必要があります。

市民に安心 日安全な医療の確保の協力を求めるためにも「病気の予防や急な外傷等

に対応する基本的な知識」、「適切な医療機関受診」、「かかりつけ医、かかりつけ

歯科医、かかりつけ薬局を身近Iど持つこと」等の健康教育や、医療の現状の的確な発

信などの市民啓発を引き続き行います。

健ながアンケー トでは、市から医療や病気に関する情報を得ている人は 32.7%と なつ

ており、具体的目標を「医療等の市民理解の推進」とし、評価指標を「市から医療や病

気に関する情報を得ている人の増加」とします。

19あ る圏域の住民が、その圏域にある医療施設を利用する割合を示す。
ある二次保健医療圏に住所を有する患者のうち、同じ二次保健医療圏域内の医療施設で受療した患者数 ×100

ある二次保健医療圏域に住所を有する患者数
20当該をした医療機関を受診 した患者のなかで、他の医療機関(病院・診療所等)か らの紹介を受けて受

診をした患者数の割合を示す。 (DPC調査より)
21夜
間や休 日を問わず、体調のちょっとした変化でも、入院や手術が必要な患者の治療に当たる専門医

のいるような大病院に駆け込むこと。
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【人材確保と人材育成】

医師数を人口 10万人対 (平成 28年 12月 現在)で比較 してみると、県全体では 251.7

人、長浜市は 232.8人 となつています。湖北圏域では病院医師の減少が進んでおり、閉

鎖になつた診療科や維持が危ぶまれる診療科も複数あります。安定的な医療を確保する

たヽめ、国保直診では、指定管理の導入などにより運営を行つていますが、依然として厳

しい状況です。

また、高齢の患者が増加するなかで、医療や福祉等に関わる専門職も不足していま

す。

長浜病院では電子カルテや ドクタィアシスタン ト等の導入により、医師の負担軽減

を図つてきましたが、今後も医師の働き方改革をはじめとした医療従事者の負担軽減

のための更なる方策を検討し、取組を進めることが必要です。

これらのことから、具体的目標を「安心して働ける仕組み作り」とし、評価指標を

「市内に勤務する医師数の増加と専門医の確保」とします。
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賢
具体的目標 評価指標

直近の状況
(出典)

目標値
1固 人 で 1「Ⅲね Iヽサる こと 行 政 や 関 係 機 関 の 取 組

休日急患診療所事業
の充実と定着

休日昼間の3病
院の救急外来と
休日急患診療所
の受診者総数の
うち、休日急患
診療所の受診割
合の増加

521%

(H29年度)

55%以上

・救急医療と休日急患診療所の存
在意義を理解する

・休日昼間の救急時には、緊急時
の場合を除いて休日急患診狭所を
利用する

・休日急患診療所の機能を明示
し、啓発をする

・医師会、市内の病院や関係機関
等との連携、協力体制の確立をは
かる

・休日急患診療所の運営の充実を
図る

小児保健医療の充実
(小児救急含む)

′lヽ児のんヽかりつ

け医をもつている
家庭の増加

873%

(健な力くアンケート)

90%以 上

・小児のかかりつけ医をもつ

・保護者は、小児救急時の対処法
や育児の新しい知識をもつ

・小児科医師の確保につとめる

・小児科のかかりつけ医をもつこと
および保護者への小児救急対処
法や育児に関する知識の普及啓
発をする

生活機能の向上を目
的としたリハビリテー
ションの充実

地域包括ケア病
棟及び回復期リ
ハビリテーション
病棟における在
宅復帰率の維持

①市立長浜病院
地域包括ケア病棟
9349る

回復期リハビリテー
ション病棟
8579る

②長浜市立湖北病
院
地域包括ケ7病棟
B923鴨

③長浜赤十字病院
地域包括ケア病棟
952%

(H29年度)

維持
・少しでも自立した日常生活を送れ
るようにするため、リハビリテーショ
ンに関する知識の習得に努める

・通院患者のためのリハビリテー
ション教室や在宅リハビリテーショ
ンの推進につとめる

・転倒防止などの運動教室の開催
支援

安心して暮らせるため
の在宅医療の充実

診療所の内科の
かかりつけ医を
もつている人の
増加

7271`

(健ながアンケート)

80%,大」L

・在宅医療についての知識をもつ

・診療所の内科のかかりつけ医を
もつ

・在宅支援診療所、医療機関、訪
問看護ステーション等の連携を図
る

・診療所の内科のかかりつけ医を
もつよう啓発をする

巡回診療実施回
数の維持

140回(H29年度)

持続可能なへき地医
療の確保

山間へき地にお
ける医師数の維
持

15人 (平成30年度)

維持

・長浜市立湖北病院および国保直
診・国保歯科直診の連携を推進す
る

・さまざまな形での医師確保対策を
行う

自足率 (入院)788%

(1日 患者調査
H29)

800`,火」L

病診連携・診診連携
の促進

3病院の合計患
者紹介率の増加

他院よりの紹介あり
の率(529%)
(DPC調査 H28)

維持

・病院と診療所、福祉施設や介護
保険事業所等との連携を図る

医療等の市民理解の
推進

市から医療や病
気に関する情報
を得ている人の
増加

327%

(健ながアンケート)

牛0%以上

・医療、福祉、介護等に関する制度
やサービスの適切な利用をする

・地域医療に関する知識をもつ

・医療提供体制について情報発信
をする

・医療、福祉、介護等の制度や
サービスの適切な利用法の啓発を
する

良質な地域医療と福
祉等の安定的な確保
および組織強化

市内に勤務また
は開業する医師
数の増加と尊円
医の確保

人口10万 人対2328
人

(平成28年 12月 現
在 )

維持(人 口10万
人対2328人 )
および専門医
の確保

・医師、看護師、その他の専門職を
確保する

・医師研修体制づくりやその他医
療や福祉等に関わる専門職を育
成する

・市の医療に関係する部局間の連
携を図る
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食 育 推 進
(食育推進計画)
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1 基本的な考え方

「食」は命の根源であり、生きていくために食は欠かせません。私たちの豊かな食文

化は、伊吹山系の山々から琵琶湖に注ぐ姉川や高時川の水、魚等の生き物、湖北平野の

豊かな土からの恵みである米や野菜等によって生まれ育まれてきました。年々、生活形

態や労働形態の変化、コンビニエンスストアや既成の食品の利用、健康食品の増加、過

度のダイエット等により食を取り巻く社会環境が変化しています。

一方で、食生活の乱れからくる生活習慣病等の病気や食材の安全に対する不安、栽培

や漁、輸送等に対する知識の欠如、地域の食文化が失われる等の「食」に関する様々な

問題が話題に上るようになりました。

このような状況の中で、「食」について自分で選択し、実行できることがとても大切に

なります。私たちが生きていく糧となる「食」を見直し、健康ながはま21の中に長浜市

の食育推進計画と位置づけ、関係機関と食育の取組を進めてきました。

しかし、適正体重を維持している人の割合、バランスのとれた食事を心がける人の割

合など改善が見られないものもあり、食をめぐる課題は依然として多い状況です。

このような状況を踏まえ、子どもたちの体験を通じた食育や、地域の食文化の継承を

引き続き進めると共に、生活習慣病予防のための食育の推進など、私たちが取り組むベ

き方向性と目標、内容を定め、健全な食生活を送れるよう、この食育推進を食育基本法

に基づく長浜市の食育推進計画 (第 3次 )と して位置づけます。

食育推進においては、家庭が重要な役割を果たすことを認識し、長浜で採れる食材や

調理法を大切にすること、関係機関の力を十分活かすこと、豊かな人間性を育むこと、

生涯にわたつて学ぶことに重きを置くこととし、基本理念を次のように定めます。

基本理念

『生きる力を身につけ、

豊かな人間性をはぐくむために、

食べるを学ぶ』

～長浜の風土と結びついた食育をめざして～
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2 施策の体系

基本理念を実現するために、3つの方針を定めました。

子どもから大人までの食を通じた心身の健康(心 と体の元気

のもと)の増進

食事は、生活の中で大きな楽しみであるとともに、健康長寿のために欠かせないもの

です。子どものころから健康的な食生活を送ることができるように食に関する正しい知

識を身につけ、実践できる人を増やし、適正体重の維持に努めます。

食を通じた豊かな心の育成(「いただきます」を知る)

食べ物を作 り育てる経験や家庭や地域において心通わす共食は、食に対する関心を高

め、自然の恩恵や食卓にのぼるまでの営みに対する感謝の気持ちを育み、食べ物を大切

にする心を養う効果が期待されます。幼少年期から食に関する様々な体験を通 して、食

べ物に感謝 し大切にする人を増やします。また、ふるさとの味は、皆が知つている地域

で採れた食材や調理法によって生み出されるものです。地域の風土が育んだ食材や調理

法を学ぶこと、食べることを通 してふるさと特有の「食」を感じる人を増やして、食文

化を食べつなぎます。

旬の食 ,環境にやさしい食を選ぶ力

健全な食生活の実践には、食材に関する知識が不可欠です。旬の食材を取り入れ、

栄養価の高い食材を選ぶことや、地産地消を積極的に行うことにより地域の農業の活性

化の促進、安全な方法で栽培された地域の農産物について知ることで環境にやさしい食

生活ができる人を増やします。
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(2)コ ミュニケーションをとり

ながら、家族や友人との楽しい

食事をとる

(3)郷土食を作つて、食べて、伝

える

(2)バランスの良い食事をとる

① 子どもから大人ま

での食を通じた心

身の健康 (心と体の

元気のもと)の増進

②食を通じて豊かな心

の育成 (「いただきま

す」を知る)

(1)旬のものを知る

③旬の食 。環境にや

さしい食を選ぶ力
(2)地域の産物が食卓に出るま

での過程を知り、環境にやさし

い食を選ぶ    :

生

き

る

力

を

身

に

つ

け
、
豊

か

な

人

間

性

を

育

む

た

め

に
、
食

べ

る

を

学

ぶ

方針 具体的目標

(1)適正体重の維持

(3)生活のリズムを整える

(1)食をとおして、生命の尊さを

知る
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3 方針別の現状と日標、評価指標

および対策

栄養マップ調査、健ながアンケー ト、食べることに関するアンケー ト等から最近の状

況と課題を検討 し、日標と対策の方向性および評価指標を設定 しました。(各調査結果は、

『「健康ながはま 21」 に関するアンケー ト調査結果報告書』参照)

子どもから大人までの食を通じた心身の健康1心 と体の元気

のもと)の増進

食事は、生活の中で大きな楽しみであるとともに、健康的な食事の実践により病気を

予防することもできることから、健康長寿の基本となります。

健ながアンケー トによると、肥満者の状況は前回調査時と比べ横ばい状況で取り組み

の継続が必要です。また、やせている人は、14.2%(前回 8.9%)と 男女ともにやせて

いる人が増加している状況です。自身の適正体重を知つているかの質問では、約 4人に

1人 (23.40/0)の人が「知らない」と返答しており、自身の適正体重の把握と共にヽなぜ

適正体重の維持が重要かの啓発も併せて必要です。

またt平成 29年の長浜市学校保健研究集によると小学 5年生の肥満傾向児は男子で
8.6%、 女子 6.8%と いう結果で県の平均より高い状況でした。また、痩身傾向児の状況

では、男子で 2.6%、 女子 2.80/。と県の平均よりは低い状況ですが、国の平均(男子 2.70/0、

女子 2.40/c)と比較すると女子がやや高い状況でした。日々の食生活が肥満とやせに影

響するため、バランスの良い食事を心がけることが大切です。

塩分の摂りすぎは高血圧や胃がんの要因になると言われていますが、栄養マップ調査

(H27)に よると長浜市における 1日の食塩摂取量は、男性 10.33g、 女性 88gです。
前回の調査からは塩分摂取量が減少しましたが、日本人の食事摂取基準 (2015年版)によ

る食塩相当量の目標値 (男性 8g、 女性 7g)を超えており、減塩への取組が必要です。

生活リズムは、ホルモン分泌や精神を整える働きがあり、心身の健康に大きく影響し

ます。朝食は生活リズムの起点の一つとなるため、生活リズムを整えるためにしつかり

朝食を食べることが大切です。

以上のことから、具体的目標を「適正体重の維持」、「バランスの良い食事をとる」、

「生活のリズムを整える」の 3つ とし、評価指標を「肥満の減少」、「やせの減少」、「バ

ランスの良い食事を心がけている人の増加」、「食塩摂取量の減少」、「朝食を欠食する人

の減少」とします。
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●

対策
目標値

個人で心がけること
具体的目標 評価指標

直近の状況

(出典)

・食事バランスガイドを理
解して活用する

・栄養成分表示を理解し、
外食や食品を購入するとき
に活用する

野菜を意識して食べる

・健診受診で適正体重を知
る

肥満の減少

全体コ72%
男性:229%
女性:1290/o

(健ながアンケー ド)
小学5年

男子 :860/o〈県5.60/o〉

女子 :68%〈 県45%〉
(長浜市学校保健研究集

H29)

・特定保健指導/健康栄
養相談の実施

・食事バランスガイ ド
や低栄養予防の啓発と

普及

・健康推進員による事
業での啓発

・高齢者に対して基本
チェックリス トで確
認、指導

・回児/小中学生に対し
てバランスの良い食生
活の指導と運動の推奨

適正体重
の維持

やせの減少

全体:142%
男性:86%
女性:184%
(健ながアンケー ト)

小学5年

男子:26%〈県36%>
女子:28%<県360/o>
(長浜市学校保健研究集
H29)

適正体重を維
持している人
の増加

・食事バランスガイドを理
解して活用する

t動物性たんぱく質を積極
的に摂るようにする

男性50%以上

女性65%以上

健康教室・講座に参加す
る

・食事バランスガイドを理
解して参考にする

・事業での食事バラン
スガイド活用法の普及

・園児・児童へのバラ
ンスの良い食事の啓発

パランスの良い

食事を心がけて
いる人の増加

(健ながアンケート)

男性:445%
女性 :5960/。

10,3g〈県107g〉
8 8gく夢R9 2g〉

(H27栄養マップ調査)

性
性
男
女

男性8g以下
女性7g以下

・調味料を計測して使用す
る

・減塩食品を利用する

・薄味でもおいしく食べられ

る工夫をする

・うまみ (だし)を活用する

・事業での減塩啓発

・特定保健指導/健康栄

養相談の実施

・学校給食でだしを活
用する

・だしの利用方法につ

いて園や学校で学ぶ機
会をつくる

′`ランスの
良い食事
がとれる

食塩摂取量の減
少

減少傾向
早寝早起きをする

朝食を毎日とる

・乳幼児健診での啓発

・朝食や生活リズムの
大切さについて啓発す
る

・小中学生に対し授業
で啓発

・「早寝・早起き・朝
ごはん」県民運動の推
奨

生活のリ
ズムが整
えられる

朝食を欠食する
人の減少(食ベ

ない。時々食ベ

ない)

中学2年生
200/o

(H30すこやか教育推進課

調査 )
3歳8ヵ月
010/o

(H2938健診 )
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I
食を通じて豊かな心の育成(「いただきます」を知る)

健ながアンケー トによると、食事を楽しく食べている人は 9割となっており、小 日中

学生で 8割となつています。食事が老若男女共通の楽しみであり、顔を合わせるきつか

けとなつていることがわかりました。また、「食べること」に関するアンケートによると

小学生 口中学生の約 10%が食べ物を残すことを「もったいないと思つていない」状況で

あることがわかりました。

食文化1や郷土食を伝承するためには、地域や家庭で食事を通し、顔を合わせてコミュ

ニケーションをとることが大事です。それにより人と人とのつながりを強くし、望まし

い人間関係を築くことができる人を育むことになると考えます。

また、食文化や郷土食を知って食べつなぐことは、知恵の伝承の面からも重要である

と考えます。

以上のことから、具体的目標を「食をとおして、生命の尊さを知る」「コミュニケー

ションをとりながら、家族や友人との楽しい食事をとる」、特に郷土食の知恵を受け継ぐ

ために「郷土食を作つて、食べて、伝える」とし、評価指標を「食べ物を残すことをも

つたいないと思つている人の増加」「食事を楽しみと感じる人の増加」「長浜の郷土色を

知っている人の増加」とします。

1地域で採れたものをどのように食べ、保存するかという知恵やマナー、感謝の心など
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「 し

対 策
具体的目標 評価指標

直近の状況
,(出典 )

目標値
1回人で心が 1すること

食をとおし
て、生命の
尊さを知る

食べ物を残すこ
とをもったいない
と思つている人
の増加

小学5年生920%
中学2年生896%

(食べるに関ずるアンケート)

小・中学生
10011

・家族で食事マナーを伝え
る

・食にかかわる人への感謝
の心を育む

`農業を体験する

。食べ残しを減らす

・農業/収穫体験の機会
をつくり、感謝の気持
ちを育む取り組みを行
う

・給食時に食前食後の
あいさつをする

・図や学校で栽培や収
穫の体験をする

食事を楽しみと感じる

全体 :890%
(健ながアンケー ト)
小学5年 :8900/。

中学2年 :8320/o
(食べるに関するアン
ケー ト)

950/。 以上
コミュニ

ケーション

をとりなが
ら、家族や

友人と楽し
い食事が
できる

食事を楽しみと
感じる人の増加

食育に関心がある人 (関
心がある・どちらかとい
えば関心がある)
62 80//0

(健ながアンケー ト)

70%以 上

・家族で食事をとる時間を
ふやす

・地域の人々とコミュニケー
ションを図り、楽しい食事の
機会を増やす

・家族や友人との食事
を通じたコミュニケー
ションの重要性の啓発

・地域の人々が食を通
じた交流ができる場を
増やす

・食事について望まし
い習慣を学ぶ機会を提
供する

・給食や授業を通じて
楽しく食事をとること
を伝える

郷土食を
作つて、食
べて、伝え
る

長浜の郷土食を
知っている人の

増加

【小学生】
えび豆63%
小鮎やいさざのあめ炊き
56 10/る

さばそうめん428%
【中学生】
えび豆504%
小鮎やいさざのあめ炊き
46160/′。

さばそうめん4289る

(食べるに関するアン
ケー ト調査H30)

【16歳以上】
えび豆697%
小鮎やいさざのあめ炊き
684%
さばそうめん7130/。
(健ながアンケー ト)

小中学生 :50%

以二
16歳以上 :80%

以上

・地場さん物を提供する直
売所を利用する

郷土料理に親しむ

・豊かな食材、食文化を子
どもたちに伝えていく

・健康推進員による事
業での啓発

・園や学校給食に郷土
料理を提供する

・郷土料理の普及
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旬の食・環境にやさしい食を選ぶ力

食卓と生産の場が離れてしまつた今、食べ物が食卓にのぼるまでの営みや、その営み

に携わる人の思いに触れることができなくなりました。このような中で、食べ物を作り

育てる経験は、「いのち」をいただくという自然の恩恵に対する感謝の気持ちを育み、食

べ物を大切にする心を養う効果が期待されます。しかしながら、食べることに関するア

ンケー トによると、日頃から米や野菜の収穫体験をしている子どもは 530/0と 約半数でし

たと

地域の農産物は、その土地の環境に合つたものが栽培され、旬のものは、栄養価が高

いだけでなく、たくさん採れることから安価で購入できます。それらを食することは、

経済的 田栄養的に良い食生活につながります。家庭で旬の食材を取り入れている人は

86.2%、 地元の農産物を優先的に購入している人は 56.3%で した。

また、農産物に関する情報があふれ、栽培時に使用される農薬等の化学薬品に対する

不安が高くなつています。県が認証する「環境こだわり農産物
1」 は、安心して買える農

産物のしるしと言えますが、認証マィクを知っている人は 19.4%で した。

これらのことから具体的目標は、地域で採れたものを食べる知恵を受け継ぐために

「地域の産物が食卓に出るまでの過程を知り、環境にやさしい食を選ぶ」、栄養価が高く

旬のものを食べることを勧めるために「旬のものを知る」、地域の安全な農産物を優先的

に購入することを勧めるために「環境にやさしい食を学ぶ」とします。評価指標は、「旬

の食材を取り入れている人の増加」、「環境こだわり農産物の認証マークを知っている人

の増加」、「地域の農産物を優先的に購入する人の増加」、地域において食に関する体験の

場をつくり食に対する関心を深めるため「生産者と消費者の交流の機会の増加」としま

す。

農薬 Blと学肥料
通常の5割以下

h

|

|

びわ湖にやさしい

↑環境こだわり農産物の認証マーク

滋賀県認証

1農
薬や化学肥料の使用量を通常の半分以下に減らして栽培し、琵琶湖や周辺の環境に

やさしい技術を実践し、生産工程履歴を記録する。以上 3つの約束事を守って作られた

農産物を滋賀県が認定したもの。
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対
目標値

個人で心が 1すること
具体的目標 評価指標

直近の状況

(出典)

・地域でとれた食材や
旬の野菜の利用の推進

・地域でとれた食材や
旬の食材を使つた学校
給食を提供する

・園や学校で栽培や収
穫の体験をする

旬のもの
を知る

旬の食材を取り
入れている人の

増加

86 20/6

(健ながアンケー ト)
90%以上

・季節のものを食べる

・新鮮な地元の食材を取り
入れる

・食べ物を作り育てる農業
体験にできるだけ参加する

地域の農産物を
優先的に購入す
る人の増加

56 30//0

(健ながアンケー ト)
65%以上

30%以上

・食品を購入するときは、
地元の農産物や、「環境こ
だわり農産物」認証マーク
の農産物を購入する  う

・地場さん農産物を提供す
る直売所を利用ずる

。「環境こだわり農産
物」認証マークの推
進、普及を図る

・「環境こだわり農産
物」認証マークや地域
の食品について学習す
る機会をつくる

「環境こだわり
農産物」認証
マークを知って
いる人の増加
(見たことがあ
り、意味も知っ
ている)

19 40/oく県47 10/る 〉

(健ながアンケー ト)
(県数値 :県政世論調査
H28)

・料理講習等で地元産
の食材を優先して使用
する

。地域でとれた食材を
使つた給食を提供する

。地場産農水産物のイ
ベントの推進を図る

地域の産
物が食卓
に出るまで
の過程を
知り、環境
にやさしい

食を選ぷ

生産者との消費
者交流の機会の
増加

市内直売所とJAのイベン
ト等の実施回数32回
(農政課H29)

40回 以上
・農業体験、収穫体験を積
極的に行う
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電接

雪

4 別に応じた食育への取組

食育の取組は、ライフステージに応 じて異なる部分があります。基本方針ごとに、乳

幼児期、学童期、思春期、青年期、壮年期、中年期、高齢期といつた年代別の取組をま

とめました。

下記表中の色の濃い部分は重点的に取 り組む時期、薄い部分は能力やその状況に応

じて取 り組む時期としています。

■ライフステージの考え方

0方針 子どもから大人までの食を通じた心身の健康 (心と体の元気のもと)の増進

ライフステージ 対象年齢 目裸

乳幼児期 0～5歳 ろ

家庭や国などで、身近な人が「こころ」と「からだ」
の健康につながる望ましい食習慣や食への関心
を高めるよう働きかけましょう。

学童期 6～ 12歳ごろ
家庭や学校 地ヽ域との連携により、「こころ」と「か
らだ Iの健康につながる食について学びましょう。

思春期 13～ 15歳ごろ
家庭や学校、地域との連携により、大人への体を
つくるために必要な食について学びましょう。

青年期 16ん 24歳ごろ
食への知識や経験を深め、自分で自分の食や健
康券管理できるよう1こなりましょうた

壮年期 25～44歳ごろ
食への知識や経験を深め、自分や家族も含めた

食や健康の管理に取り組みましょう。

中年期 45～64歳ごろ 食への知識や経験を深め、食を楽しみましょう。

高齢期 65歳以上 食を楽しみながら、食文化の継承に努めましょう。

乳
幼
児
期

学
童
期

思

春

期

青
年
期

壮
年
期

中

年

期

高
齢
期

内容

■規則正しい食習慣を身につけましょう

■よく噛んで、味わつて食べましょう

■「早寝、早起き、朝ごはん運動」を実践しましょう

■バランスのとれた食事を作りましょう、食べましょう

■自分の適性体重を知り、食事と運動を合せて肥満や
やせを予防・解消しましょう
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●方針 食を通 じて豊かな心の育成 (「いただきます」を知る)

0方針 旬の食 a環境にやさしい食を選ぶ力

手と

幼

児

期

学

里

期

思

春
期

青
年
期

1」と

年
期

中

年
期

高
齢
期

内容

■「いただきます」「どちそうさま」を言いましょう

■食への感謝の心を育みましょう

■家族や友人と会話を楽しみながら食事をしましょう

■食に関する興味や関心を持ちましょう

■食べ残しを減らしましょう

■食事のマナーを身につけましょう

■食文化、郷土食を伝承しましょう

■食育についての理解を深めましょう

乳
幼

児
期

学

童
期

思

春

期

青

年
期

壮
年
期

中

年

期

高
齢

期
内容

■地域の産物を積極的に利用しましょう

■地域でとれる食の食材を活用して、季節感を楽しみま
しょう

■栽培や収穫の体験をしましょう
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5 関係機関の役割

長浜市の食育を効果的に広く推進するために、それぞれが役割分担し、連携しながら

積極的に取り組みます。

【家庭の役割】

家庭は食生活の基礎を築く重要な場です。特に子どもを育てている家庭やそれを取り

巻く大人は、食生活が子どもの将来に大きな影響を与えることを認識して、食事内容や

食習慣をより良いものにする重要な役割を担つています。

【保育園、幼稚園、認定こども園、小・中学校の役割】

食育において、保育園、幼稚園、認定こども園、小 日中学校での食に関する様々な

体験は、この時期が子どもの発育 d発達の重要な時期にあることを踏まえt食に関する
指導の充実に努めます。また、給食が生きた教材となるように地場産物や旬の食材を活

用し、家庭や地域と連携しながら食に関する指導を行うことで、学校等における食育を

推進します。

このように校園は、関係機関と連携し、子どもたちが健全な食生活を実践できる力を

育てる役割を担つています。

【生産者の役割】

生産者は、安心 日安全な食品の提供と食材の様々な情報提供のために、環境こだわり

農産物の認証マークの取得や栽培 B収穫の情報を提供し、それらが消費者に理解しても

らえるような交流活動を実施する役割を担っています。

【地域の役割】

自治会や健康推進員協議会をはじめとする様々な地域グループによって、地域で採れ

た食材を利用した郷土料理の教室、食体験を通じて栄養 B食生活に関する情報提供やコ

ミュニケーションの促進をはかる役割を担っています。

【行政の役割】
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健康ながはま 21の進行管理を行うとともに、県や食育に関係する機関田団体 a協議会

と連携して、長浜の地域特性を生かした施策を展開する役割を担つています。

)
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O策定経過

日程 事項 内容

平成 30年 5月 24日 (木 ) 第 1回健康づくり推進協議会 健康ながはま 21改訂について

平成 30年 7月 10日 (火 )

～7月 31日 (火 )

健康ながはま 21アンケー ト調

査

日対象

16歳以上から無作為抽出した 3,000人

・方法

郵送による配布、回収

B回収状況

958人 (回収率 31.9%)

(別添の「健康ながはま 21に関するアン

ケー ト調査結果報告書」参照)

平成 30年 9月 6日 (木 ) 健康づくり推進協議会

歯科保健専門部会

歯科保健課題の共通の取り組みについて

平成 30年 9月 13日 (木 )

～9月 25日 (火 )

「食べること」に関するアンケ

ー ト調査

・対象 (人数は平成 30年 5月 時点のもの)

小学 5年生 550名

中学 2年生 467名

・方法

学校で配布 B回収

B回収状況

小学 5年生 539人 (回収率 98.0%)

中学 2年生 459人 (回収率 98.2%)

平成 30年 10月 18日 (木 ) 健康づくり推進協議会

心の健康専門部会

健康ながはま 21第 4期計画に向けてお
よび自殺対策計画策定について

平成 30年 11月 1日 (木 ) 第 2回健康づくり推進協議会 計画素案について

アンケー ト結果について

平成 30年 11月 26日 (月 ) 健康づくり推進協議会

心の健康専門部会

自殺対策計画策定素案検討

平成 30年 12月 17日 (月 )

～1月 17日 (水 )

パブリックコメントの実施

平成 31年 1月 31日 (木 ) 第 3回健康づくり推進協議会 パブリックコメントの結果について

平成 31年 2月 市長答申
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O長浜市健康づくり推進協議会規則

平成25年 10月 1日 規則第70号

(趣 旨)

第 1条 この規則は、長浜市附属機関設置条例 (平成25年長浜市条例第27号 )第 6条の規定に基づき、

長浜市健康づくり推進協議会 (以下「協議会」とい う。)の組織、運営その他必要な事項につい

て定めるものとする。

(所掌事務 )

第 2条 長浜市附属機関設置条例第 2条第 2項に規定する協議会の所掌する事務の細 目については、

次に掲げるものとする。

(1)健 康づくりの計画推進に関すること。

(2)ヴ 健康づくりに係る調査研究及び研修に関すること。

(3)そ の他健康づくりに関し市長が必要と認めることと

(委員 )

第 3条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。この場合において、委員の性別

構成は、男女いずれも委員の総数の10分の 4以上とすることに努めるものとする。

(1)保 健医療関係等学識経験を有する者

(2)関 係団体の推薦を受けた者

(3)そ の他市長が必要と認める者,          下

2 委員の任期は、 2年 とする。ただし、委員が久けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。

3 委員は、再任 されることができる。

(専門委員)         |

第 4条 特別の事項について調査審議させるため必要があるときは、協議会に専門委員を置くことが

できる。                      !
2 専門委員は、学識経験を有する者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱又は任命す

る。

3 専門委員は、特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解職又は解任 されるものとする。

(会長及び副会長 )

第 5条 協議会に会長及び副会長を置く。
2 会長及び副会長は、委員の互選により定める。
3 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。
4 副会長は、会長を補佐 し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

るぅ

(会議 )

第 6条 協議会の会議 (以下 「会議」という。)は、会長が招集する。ただし、会長が選出されてい

ないときは、会議の招集は市長が行 う。

2 会長は、会議の議長となる。
3 協議会は、委員の過半数が出席 しなければ会議を開くことができない。

S?



4 協議会の議事は、出席 した委員の過半数で決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(専門部会 )

第 7条 協議会は、専門的事項を調査及び検討するため、専門部会を置くことができる。

2 専門部会に属する委員は、委員及び専門委員のうちから会長が指名する。

3 専門部会に部会長を置き、部会長は、専門部会に属する委員の互選により定める。

4 第 6条の規定は、専門部会の会議について準用する。この場合において、同条中「会長」とある

のは「部会長」と、「委員」とあるのは 「専門部会に属する委員」と読み替えるものとする。

(意見の聴取等 )

第 8条 協議会又は専門部会は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、そ

の意見又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。

(庶務 )

第 9条 協議会の庶務は、健康福祉部健康推進課において処理する。

(補貝り)                    .

第10条  この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮つて定

める。

附 則
この規則は、公布の日から施行する。
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O長浜市健康づくり推進協議会委員名簿

・健康づくり推進協議会

役 職 名 氏  名

関係機関

一般社団法人 湖北医師会 会長 手操 忠善

一般社団法人 湖北歯科医師会 会長 川瀬 英嗣

市立長浜病院 地域医療連携室長 土川 陽子

長浜市立湖北病院 事務局長 西川 昇

長浜赤十字病院 院長 楠井 隆

一般社団法人 湖北薬剤師会 副会長 久留島 文治

湖北健康福祉事務所 (長浜保健所) 所長 山下 剛

関係団体

長浜市連合自治会 六荘連合 川崎 他家廣

長浜市小中教育研究会養護教諭部会 養護教諭 三原 典子

長浜市老人クラブ連合会 理事 村上 宣雄

長浜市民生委員児童委員協議会 副会長 早

'|1 

紀久子

長浜市社会福祉協議会 介護事業課 課長 鈴木 茂喜

特定非営利活動法人 健康づくり0次クラブ 副理事長 大橋 香代子

長浜市健康づくり推進協議会 副会長 白)|1 順子
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B健康づくり推進協議会 歯科保健専門部会

B健康づくり推進協議会 心の健康専門部会

役 職 名 氏  名

関係機関

一般社団法人 湖北歯科医師会 会長 川瀬 英嗣

歯科衛生士会彦根・湖北支部 理事 杉山 裕子

湖北健康福祉事務所 (長浜保健所) 歯科衛生士 西郡 愛華

関係団体

長浜市老人クラブ連合会 理事 村上 宣雄

長浜市健康づくり推進協議会 副会長 白川 順子

長浜市小中教育研究会養護教諭部会 養護教諭 三原 典子

長浜市幼児課 主査 上田 加奈子

長浜市子育て支援センター 副参事 金森 千津子

役 職 名 氏  名

学識経験者 滋賀県立大学人間看護学部 学部長 甘佐 京子

関係機関

一般社団法人 湖北医師会 理事 堤 学

市立長浜病院産婦人科 助産師 東野 千佳

長浜赤十宇病院医療社会事業課 精神保健福祉士 池田 周平

湖北健康福祉事務所 (長浜保健所) 保健師 小林 亮太

関係団体

長浜警察署 生活安全課 係長 内橋 健太朗

長浜キヤノン 安全衛生課 保健師 斉藤 えみ

長浜市小中教育研究会養護教諭部会 養護教諭 三原 典子

長浜市民生委員児童委員協議会 副会長 早)|1 紀久子

長浜市社会福祉協議会 介護事業課 課長 鈴木 茂喜
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